
実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

8 7 5 5
②

効率性

％ 160.0 140.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

評価

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：311　施策名：地域コミュニティを活性化し、協働を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

協働事業提案
制度により提
案され、選定
した事業数
（※選定した
事業の実施は
翌年度）

24年度 26年度

事
業
区
分

該
当

―

8,000 ―

千円 12,454 11,892 13,491

千円 12,000 8,000

1 AB
区民協働推進
事業

練馬区区民との
協働指針に基づ
き、区民との協働
を推進するため
に必要な環境を
整備し、基本構
想の区政経営の
基本姿勢の一つ
に掲げる「区民と
区との協働のま
ちづくり」を進め
るため

成
果
指
標

目標 目標

A A A

協働事業評価制度におい
て、平成23年度に実施した
事業について、事業実施団
体と区の事業関係課が成果
および協働のプロセスに対
する評価を行い、今後の改
善に繋げていく。
また、評価結果について公
開の場で報告し、区民への
協働に関する普及・啓発を
図るとともに、練馬区区民協
働推進会議から総合的な最
終評価（第三者評価）をして
いただき、評価結果を踏ま
え、改善を図りながら、協働
を推進していく。

B

地
域
振
興
課

庁内会議では協働の推進に関する事項とコミュニティを
活性化するための支援体制に関する事業をひとつの会
議体で実施することにより効率的に運営した。また、協働
事業提案制度では、NPO活動支援センターとの連携、協
力を図りながら、提案を予定している団体への支援（提案
事業についての相談やプレゼンテーションの資料作成に
対する助言）などを行った。

区民と区とが力を合わせて多様な地域課題の解決に取り
組む協働のまちづくりを実現するには、区だけでなく区民
や活動主体からの意見を聞きながら、協働を推進してい
くための環境整備に取り組む必要がある。また、「区民と
区との協働事業の共通認識を持つ」「区民の協働事業へ
の信頼性と参加意欲の向上を図る」「区職員の協働事業
への意識の向上とスキルアップを図る」ためには、協働事
業提案制度を実施し、協働の取り組み過程や結果を検
証していく必要がある。

練馬区区民との協働指針に基づき、庁内においても、総
合的・統一的に協働を推進するための会議体を運営し
た。また、協働を推進するための重要な施策の一つであ
る協働事業提案制度において、平成23年に８事業を協働
事業として実施し、中間評価を行うとともに、平成24年度
に向けて、新たに７事業を選定するなど、予定数を上回る
成果をあげている。

区民と区との協働を推進するため実施している協働事業
提案制度において、目標５事業のところ７事業選定し、事
業の実施に向けた協議を開始した。
また、平成23年度実施事業8事業において、中間評価を
実施した。

経
費

総経費

上記のうち
人件費



評価

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：311　施策名：地域コミュニティを活性化し、協働を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

実
施
体
制

協
働
事
業

24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

・庁内検討
・区民懇談
会の設置

区民懇談
会の提言

モデル地
域の選
定・実施

体制が整
い次第全
区的実施

②
効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

（仮称）練馬区
地域コミュニ
ティ活性化プ
ログラムをモ
デル地域で実
施する

経
費

総経費

上記のうち
人件費

2 AB

地域コミュニ
ティの活性化
支援体制の整
備事業

区民の暮らしの
基盤となる地域
コミュニティの活
性化を図るため

成
果
指
標

非
該
当

千円 4,000 10,054 28,120 ―

千円 4,000 8,000 24,000 ―

目標 目標

A A

（仮称）練馬区地域コミュニティ活性化プログラム検討懇
談会を開催。その結果を提言としていただき、その提言を
踏まえ、（仮称）練馬区地域コミュニティ活性化プログラム
の策定に向け、協働・地域コミュニティ活性化プロジェクト
推進委員会で検討を行った。

A

　「（仮称）練馬区地域コミュ
ニティ活性化プログラム（素
案）」を作成し、説明会や区
民意見反映制度などを実施
し、区民からの意見・要望を
伺う。それを踏まえ、プログ
ラムを策定する。また、策定
したプログラムを一つのモデ
ル地域において実行する予
定であり、その際には、地域
の人材を確保し、効果的・効
率的に事業を実施していく。

B

地
域
振
興
課

庁内会議では協働の推進に関する事項とコミュニティを
活性化するための支援体制に関する事業をひとつの会
議体で実施することにより効率的に運営した。
また、（仮称）練馬区地域コミュニティ活性化プログラムの
検討懇談会について、資料の作成、議事録の作成などを
一部委託し、効率的に運営した。

人と人との繋がりの希薄化、地域コミュニティの機能の低
下が懸念されている。しかしながら、人と人との繋がりを
土台に形成される地域コミュニティは、区民が安全に、か
つ安心して日々の穏やな生活を送るうえで欠かせないも
のである。区は、これまで地域の中で築かれてきた「絆」
を将来に渡って継続するため、地域コミュニティの活性化
するための支援体制を整備する必要がある。

長期計画に基づき、地域コミュニティの主体である区民参
加での検討懇談会を設置し、検討した結果を提言として
いただいた。また、その提言を踏まえ、（仮称）地域コミュ
ニティ活性化プログラム（素案）の策定に向けての庁内検
討会を開催した。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 89.3 87.9 90.0
②

効率性

％ 99.2 97.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：312　施策名：地域活動を支える情報・機会・場の提供を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

昼間委託実施館の委託内
容や運営状況を検証し、そ
の結果を踏まえ、運営委員
会がよりよい企画立案がで
きるよう、区として研修や情
報提供などを行っていく。

B

地
域
振
興
課

土日夜間の運営委員会への委託に続き、平成１８年度か
ら昼間委託を実施し、人件費をはじめとする経費の効率
化を図っており、平成２３年度にはさらに５館で昼間委託
を実施した。（経常的経費でない大規模工事費を除いた
コスト指標は前年度より下がっている。）

各地域の徒歩圏内に配置されている地区区民館は、地
域活動と協働の拠点としての期待と役割は大きい。児
童・乳幼児・保護者、成人、高齢者に、安全安心な居場
所・情報交換や交流の場として認識されている。また、人
間関係が希薄化する中、各世代が孤立せずに健康で活
動できる拠点、憩いの場としての必要性も高い。

昼間委託実施館が19館となり、加えて3館が委託準備に
至っており、運営委員会との共催事業数が増えるなど区
民との協働を一段と進めた。その中でより地域特性を活
かした運営が行われ、幅広い年齢層の方々の交流や自
主的活動が活性化している。

目標 目標

A B
該
当

―

510,400 ―

千円 1,068,685 1,172,480 1,114,263

上記のうち
人件費

千円 600,800 576,800

昼間委託を進めてきたことにより、運営委員会・協議会に
おいても地域主体の運営の意識が高まり、従事者にも地
域住民本位の運営方法が浸透した結果、成果指標であ
る団体利用者に対するアンケートの満足度は90％近く、
事業参加者に対するアンケートでも満足度は94.7％と
なった。(成果指標が前年度より下がったのは節電につい
て多方面の意見があったため。）また、児童の安全な居
場所確保のため児童館機能の開館時間を１時間延長し
18時までとなり、児童利用者数も増加している。

利用者アン
ケートによる
満足度の割合

経
費

総経費

1 A
地区区民館維
持運営事業

地域住民の相互
交流および自主
的活動を推進し、
区民生活の向上
に寄与するため

成
果
指
標



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：312　施策名：地域活動を支える情報・機会・場の提供を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 79.2 77.9 79.5 79.5
②

効率性

％ 102.3 97.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 98.5 98.7 95.0 95.0
②

効率性

％ 140.7 141.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

2 A
地域集会所維
持運営事業

地域住民の相互
交流および自主
的活動の場を提
供し、もって区民
生活の向上に寄
与するため

成
果
指
標

施設利用者の
満足度（利用
者アンケート
より/　　　「大
変満足」と「や
や満足」の計）

経
費

総経費

地域集会施設の利用方法の統一化を行い利便性の向上
に努めた結果、平成２２年度に成果指標（利用者の満足
度）において目標を達成することができた。しかし、平成２
３年度については、目標値を下回ってしまった。その原因
は、予約方法の簡便化や什器類の更新についての新た
な要望が生まれたためであると考えられる。

上記のうち
人件費

B

引き続き、地域住民による
運営組織がない地域集会所
について、地域の皆さんと協
議を進め、準備ができた施
設から地域住民へ運営を委
ねていく。
また、予約方法の簡便化や
什器類の整備について検討
を行っていく。

B

地
域
振
興
課

平成２１年度から旧区民館を地域集会所として統合し、
地域支援推進員の配置や委託化により経費の削減を
行っている。利用者の利便性の向上と管理運営事務の
効率化を行うため、施設予約管理システムを導入した結
果、効率的な受付業務を行うことが可能となっている。

目標 目標

A B
該
当

千円 319,176 216,577 212,780 ―

地域集会所は、地域の住民がお互いに交流し、地域の
特性に応じた様々な自主的な活動が行える場所を提供し
ている。活力のある地域づくりに寄与するために、必要な
施設である。

千円 34,960 35,200 31,280 ―

成果Bだが、地域住民が自ら運営する地域委託を行い、
利用者懇談会などを通じて十分意見等を反映している。
さらに地域住民による運営組織がない地域集会所（旧区
民館）の地域委託化を進め、平成２３年度から１か所で管
理運営委託を開始した。
また、平成２４年度から地域委託を行うために、準備委託
を１か所で開始した。

A

利用者アンケートについて、
ホール運営に対するニーズ
をより的確に把握できるよ
う、設問を精査する。

B

地
域
振
興
課

23年度から指定管理者制度を導入したことにより、大幅
に人件費を削減し、効率的な運営を行っている。

目標 目標

A C
非
該
当

千円 243,302 7,656 8,054

集合住宅や交通網が集約し、多くの人口を抱える光が丘
地区の複合施設として、多様な区民のニーズに応え、多
くの区民の方に利用されている。特に３００名が一堂に利
用できる多目的ホールは毎年１０万人を超える方々に利
用され、大変必要性の高い施設である。

上記のうち
人件費

千円 28,800 3,200 3,200 ―
指定管理者制度導入により、効率的な運営が図られてい
る。指定管理者モニタリングチェックにおいても、全評価
項目について、区が求める基準を満たしている。

すでに数多くの区民の方が利用している施設である。利
用件数、利用者数ともに上昇しており、区民ホールの設
置目的である「区民の文化の向上および区民相互の交
流を図り、もって地域社会の健全な発展と福祉の増進に
寄与すること」を達成できている。

貸出施設利用
者の満足度
※２３年度か
ら指定管理者
制度を導入し
た実績値をも
とに、目標数
値を上げる。

総経費 ―

3 A
光が丘区民
ホール運営事
業

区民の文化の向
上および区民相
互の交流を図り、
地域社会の健全
な発展と福祉の
増進に寄与する
ため

成
果
指
標

経
費



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：312　施策名：地域活動を支える情報・機会・場の提供を行う】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 94.5 94.2 95.0
②

効率性

％ 99.5 99.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

地
域
振
興
課

旅行サービスコーナーの設置により業務委託を行い、人
件費等、効率化を図っている。

経
費

総経費 千円 127,570 131,326 131,808 ―

指定保養施設の利用者数は、東日本大震災の影響によ
り一部の施設で減少があったものの、全体としては３％
の増加となった。練馬区指定保養施設事業は、家族や知
人との親睦を深め、健康増進に寄与することを目的として
おり、大きな効果を上げている。

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000 8,000

B
非
該
当

4 A
指定保養施設
事業

旅館、ホテル等
を区民保養施設
として指定し、区
民の利用に供す
ることにより健康
増進に資する。

成
果
指
標

保養施設利用者アンケート6項目（接客態度、部屋、風
呂、衛生、料理、利用料金）に対し、満足している方は概
ね利用者の94.2％（満足60.2％、普通34.0％）となってい
る。料理等において利用者個人の嗜好に合わない場合も
あり、全体として95％を超えるまでには至っていない。

A

区民意識意向調査の結果、
事業の周知方法等に課題が
あることが明らかとなった。
事業の案内冊子や各施設
のチラシ等の活用など、事
業の周知について見直しを
行う。

利用者数は平成18年度比で23年度は48％増となってお
り、利用者の満足度も高い水準で推移していることから
も、本事業は良好に進んていると評価できる。24年度に
は区民意識意向調査の結果を踏まえた事業の見直しも
行っており、より良い事業への改善も進んでいる。

区民保養施設
利用者の満足
度

目標 目標

A

―



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 実施せず 20.0 30.0
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 3,000 3,200 3,600 3,600
②

効率性

％ 83.3 88.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

評価24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

111,332 92,940

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：321　施策名：練馬区の特徴的な産業を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

A

前期事業の終了に伴う検証
作業を実施する。
人材育成支援の事業内容に
ついて、より効果的な手法を
検討のうえ、実施する。
アヌシー市との交流事業の
進展のほか、ケベック州事
業者団体との交流の進展な
ど、国際競争力強化のため
の更なる取り組みを実施し
ていく。

B

商
工
観
光
課

専門的な分野での事業のため、アニメ関連事業者団体
やコンサルタントへの委託により、効率的な事業展開を
行っている。

日本のアニメ発祥の地であり、国内最大のアニメ関連企
業が集積するなど、アニメ産業は練馬区の特徴的な産業
であり、その支援については必要性が高い。

上記の成果のほかにも、区内にアニメ制作事業者を誘致
し集積を強化するなど、産業振興という観点から見て、練
馬区地域共存型アニメ産業集積活性化計画に沿って良
好に進んでいる。

1 ABC
中小企業振興
事務（アニメ産
業振興）

日本一の歴史と
産業集積を持つ
練馬区のアニメ
産業を戦略的に
強化・育成し、区
全体の産業振興
と区民の地域へ
の誇りの醸成を
図るため

成
果
指
標

伝統工芸展へ
の来場者数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

2 A

中小企業振興
経費（伝統的
産業・地場産
業支援）

練馬区の地場産
業である漬物産
業と伝統工芸産
業を広く紹介し、
伝統産業の普及
と振興を図るた
め

成
果
指
標

千円 24,000 32,000

練馬区地域共存型アニメ産業集積活性化計画の各種事
業を着実に実施しており、23年度はビジネスセンターの
試行として行ったビジネスマッチングから、カナダ・ケベッ
ク州の事業者団体との交流が始まるなどの成果があっ
た。なお、24年度から成果指標を見直したため、新指標
での23年度分データはないが、旧指標（練馬区地域共存
型アニメ産業集積活性化計画に掲載されている計画事
業実施数）で23年度は目標を達成している（14事業／14
事業、100％）。

練馬アニメー
ション協議会
の会員企業で
前年度より業
況が良くなっ
たと感じる企
業の割合

目標 目標

A B
該
当

―

32,000 ―

千円 104,146

該
当

千円 8,524 10,465 10,465 ―

千円 3,200 4,800 4,800 ―

目標 目標

A B A

①体験を充実させることによ
り、伝統工芸に触れる機会
を増やし、来場者の満足度
を高める。

B
経
済
課

来場者数が増加したことなどにより、来場者１人当りのコ
ストが前年度と比較し減少した。

区の特徴的な産業の一つである伝統工芸を広く知っても
らう必要がある。また、産業振興だけでなく、区内の伝統
文化の保存の面からも必要性が高い。

前年度から内容をさらに見直し、工夫を凝らした企画・展
示を行った。

区内小学校の見学が前年度より４校減り６校となったこと
から成果指標の目標値には達しなかったが、一般の来場
者は前年度と比較して増えたことや、伝統工芸展開催１
か月前から、練馬区役所本庁舎、石神井庁舎および石
神井公園ふるさと文化館において、練馬区の伝統工芸を
紹介するパネル展示を順次行い、多くの区民等が伝統工
芸を知ることができたので評価した。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 89.5 80.8 85.0
②

効率性

％ 105.3 95.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 88.9 80.0 80.0
②

効率性

％ ― 111.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A A
非
該
当

2 AC
中小企業振興
経費（活性化
支援）

区内中小企業の
情報化、販路拡
大等に対して支
援し、経営基盤
の強化を図るた
め

成
果
指
標

経
済
課

非
該
当

見本市等出展に対する補助金交付事業者へのアンケー
ト調査では、出展によって「受注につながった」「取引の
きっかけ」など、効果があったとの回答が約90%を占め、
成果指標達成率が100％を超えたことにより評価した。

－

２3年度から実施したエコア
クション21等認証取得に対
する補助実績がなかったた
め、区内中小企業を対象と
した環境経営に対する啓発
セミナーを実施し、環境マネ
ジメント認証取得を推進す
る。

B

コスト指標は前年度と比較し高くなったが、これは前年度
の補助金交付のうち補助限度額に満たない実績があっ
たことによるもので、効率性に影響するものではない。補
助金交付１件当りに対する経費のうち、人件費の割合が
低いことや、成果指標の達成率が高いことから評価した。

見本市等出展に対する補助金交付事業者へのアンケー
ト調査結果や、23年度の補助金交付件数が前年度と同じ
であることから、ニーズに合致した助成制度であると評価
できる。

見本市への出展は販路拡大につながるため、助成制度
による支援の必要性は高い。

成果指標の目標値には達しなかったが、これはリーマン
ショック以降、公的な融資制度が充実したことにより、資
金需要が一巡したためと考えられる。このように貸付金
額が低減している状況においても、融資実行率が80％を
超えており、区内中小企業者の経営安定に資するという
制度融資の目的は達成している。

A

景気動向等の経済情勢の
推移や区内中小企業者の
経営に影響を与える社会問
題等（震災等）を不断に注視
し、必要に応じて産業融資
資金あっせん制度を整備・
拡充していく。

B

融資残高口数の1件あたりの経費は前年度より減少して
いる。利子補給のために必要な審査を迅速に実施してい
る。

経
済
課

経
費

総経費 千円 6,855 13,180 ―

8,000 ―

見本市等出展
による効果
「受注、取引
の契機、問合
せ」（補助金交
付事業者への
アンケート調
査より）

目標 目標

A

7,546

上記のうち
人件費

千円 3,200 4,800

1 AC
産業融資資金
あっせん事務

事業資金の融資
あっせんを金融
機関に行うことに
より、区内中小企
業者の経営の安
定と維持改善を
図り、もって練馬
区の産業の振興
発展に寄与する
ため

成
果
指
標

あっせん件数
に対する融資
実行率

目標 目標

経
費

総経費

上記のうち
人件費

千円 19,200 24,000 24,000 ―

千円 1,238,118 1,035,763 1,253,094 ―

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：322　施策名：中小企業の経営を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

A

利子補給を行うことで、区内中小事業者の事業資金調達
が容易になるとともに、経営安定化にも貢献できる。

成果指標は目標値に達しなかったが、総経費に占める人
件費の割合は低く、効率的に事務を執行している。
また、区内中小事業者の事業資金調達および経営安定
化に直接的に寄与する施策が他に無いことから、今後も
産業融資資金あっせん制度のメニュー拡充が求められる
ものと思われる。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：322　施策名：中小企業の経営を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 6.4 6.8 6.3
②

効率性

％ 101.6 107.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 94.0 91.4 90.0 90.0
②

効率性

％ 104.4 101.6 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

商
工
観
光
課

「ぺがさす」の企画から発行、商店会台帳作成、商店会マップの
調査・データ化など、業務を委託することでコストを抑え、効率よく
商店会や区民への情報提供ができている。
一方、IPNET-NERIMAや製造業インフォサイトは訪問者数やアク
セス数が減少しており、十分に活用されていない状況である。

経
費

総経費 千円 4,868 5,652 4,798 ―

産業情報提供事業は、区内事業者の経営活動に役立っており、
類似の事業が他にない。また、商店会マップのGIS化によってね
りまっぷへ反映することで、区内109の商店会をはじめ、より多く
の区内事業者や区民がいつでもその情報を得ることができるよう
になった。よって、これらの事業の必要性は高いといえる。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600

A

―

B
該
当

ねりま産業情報「ぺがさす」のアンケートで９割以上が「参考に
なった」と回答した。また、商店会マップの更新およびねりまっぷ
への掲載も完了した。

A

ねりま産業情報「ぺがさす」
について、より事業者に役立
つ魅力的な記事を提供する
ため区内事業者との意見交
換会を行い、記事のテーマ
や内容について意見をもら
う。
一方、IPNET-NERIMAは平
成２４年９月末をもって掲載
終了とする。また、製造業イ
ンフォサイトについて、その
あり方や他の情報提供手段
を検討する。「ぺがさす」の発行により様々な側面から事業者向けの情報が提

供され、また、商店会マップを「地図情報ねりまっぷ」へ掲載した
ことで、従来（紙で発行し、販売していた）より広い対象へ周知で
きており、区内事業者の活動に寄与している。
一方、IPNET-NERIMAおよび製造業インフォサイトについてはア
クセス数等が減少しているため、そのあり方や他の情報提供手
段を検討しなければならない。

C4 A
中小企業振興
経費（情報提
供）

区内事業所等の
情報発信の支援
を通じて地域産
業の振興を図る
ため

成
果
指
標

[ぺがさす」の
アンケート結
果で情報が参
考になったと
回答された割
合

目標 目標

経
済
課

公的融資制度を補完するセーフティネット保証の認定件
数が減少したため、昨年に比べコスト指標は上がった
が、特定中小企業者（セーフティネット保証対象者）認定
事務は、少数職員で適確・迅速に行っており効率的であ
る。
また、認定書は即日発行を原則とし申請事業者の利便に
資している。

経
費

総経費 千円 20,302 20,749 24,603 ―

区内中小企業を取り巻く経営環境は様々に変化する。こ
のため、中小企業診断士等専門家による相談業務およ
び診断士を事業所に派遣することによる指導等の需要は
増している。また、区内中小企業の経営安定のため、マ
ル経融資に利子補給する必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 5,600 5,600 5,600

A

―

B
非
該
当

前年度に比べ商工相談件数が増えている。
また、特定中小企業者（セーフティネット保証対象者）認
定事務およびマル経融資利子補給は、区内中小事業者
の経営安定、改善等の支援事業として活用されている。

A

相談業務等について、区内
中小企業者の経営の安定・
改善、利便に資するように形
態、PRの方法等について検
討する。

利用件数も多く当該事業の必要性は高い。区内中小企
業の経営改善の有効な手段になっている。

B3 A
中小企業振興
経費（経営安
定化支援）

区内中小企業の
経営の改善を支
援するため

成
果
指
標

区内事業者数
に対する商工
相談等件数、
マル経融資支
援件数の合計
の比率（認定
事務は国の制
度内容の変更
が大きいため
成果指標から
除く）

目標 目標



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：322　施策名：中小企業の経営を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 26.1 39.3 25.0 25.0
②

効率性

％ 104.4 157.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

団体 3 3 3 4
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ ― 88.0 80.0 80.0
②

効率性

％ ― 110.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

経
済
課

平成22年度をもって終了した研修受講費に対する経費の
一部を助成する制度では利用件数が極めて少なかった
が、23年度に実施した二つのセミナーでは５０名を超える
経営者、後継者が参加し、１人当りのコストでも前年度と
比較し低くなっている。

経
費

総経費 千円 491 3,976 2,335 ―
区内事業者が直面する経営課題をテーマにセミナーを開
催することにより、経営者の経営力を高める直接的な支
援が行うことができ、必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 400 2,400 1,200

A

―

A
非
該
当

成果指標であるセミナー受講者の満足度が目標値を超
えたことにより評価した。

A

事業者においては受注力を
高めることが大きな経営課
題であり、そのための販路
開拓や企画提案力向上を
テーマとしたセミナーの開催
を検討する。

セミナーは経営者や後継者が経営課題解決のヒントを得
る場であるとともに、様々な業種の経営者等の参加によ
り幅広いネットワークづくりの場となり、区内事業者の経
営力を高める効果的な事業である。

B7 A

中小企業振興
経費（経営者・
後継者育成支
援）

意欲のある次世
代経営者を育成
し、中小企業の
振興を図るため

成
果
指
標

セミナー受講
者へのアン
ケートによる
受講者の満足
度

目標 目標

経
済
課

23年度のコスト指標が前年度と比較し、低くなっているこ
とより評価した。

経
費

総経費 千円 5,955 5,709 5,956 ―
新製品、新商品の開発等を目的とした交流活動への支
援は、区内産業振興の点から必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 2,240 2,240 2,240

A

―

A
非
該
当

成果指標の達成率が目標に対して１００％であったことか
ら評価した。

A

異業種交流活動のさらなる
広がりや成果を求めていくた
め、今後、異業種交流活動
に対する新たな支援のあり
方を検討する。

成果指標の達成率が目標に対して１００％であり、コスト
指標が前年度と比較し、低くなっていることから評価し
た。一方、異業種交流団体活動の広がりや活性化が今
後の課題である。

B6 A
中小企業振興
経費（商工業
団体支援）

商工業団体への
助成や異業種交
流活動への支援
などを通して、区
内産業の振興を
図るため

成
果
指
標

区内の異業種
交流活動団体
数

目標 目標

経
済
課

平成23年度の起業家セミナー参加者が前年度より増え
たため、セミナー参加者一人当たりのコストが前年度と比
較し低くなっている。

経
費

総経費 千円 5,026 3,943 5,547 ―
依然として厳しい経済情勢が続く中、創業に向け支援す
る当セミナー開催の必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 3,200 2,400 3,200

A

―

B
非
該
当

具体的事業計画をもった人を対象に実施した平成２３年
度ステップアップ講座受講者の開業率が、目標を大きく超
えたことから評価した。

A
①創業に向けた人脈づくり
の場となるように、セミナー
カリキュラムを工夫する。

受講者アンケートでは、平成22・23年度ともに約８割の受
講者が満足している。また、平成23年度にはステップアッ
プ講座受講者のうち１１名が創業し、事業成果がみられ
た。

B5 A
中小企業振興
経費（創業支
援）

創業を促進する
ことにより、区内
産業の活性化を
図るため

成
果
指
標

起業家セミ
ナー「創業！
ねりま塾」のス
テップアップ講
座受講者の開
業率

目標 目標



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：322　施策名：中小企業の経営を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

% 3.4 3.8 3.0 3.0
②

効率性

％ 114.7 126.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

事業計画
の策定

事業計画に基
づく整備（一
部）

整備（一部）
開設準備 施設開設

②
効率性

％ 達成 達成 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B
非
該
当

優先交渉権として選定した事業者と基本協定・建物売買
契約および土地賃貸借契約を締結し、整備に着手した。
また、事業内容・施設管理・運営組織について、関係する
区内産業経済団体や庁内での検討を行った。

A

　「練馬区産業振興のあり方
検討委員会」による検討や
関係する区内産業経済団体
等との意見交換を踏まえ、
（仮称）産業振興会館、（仮
称）区民交流ホールについ
て、事業内容・施設管理・運
営組織のあり方等をまとめ
る。

施設整備は、スケジュールどおり工事に着手しており、ま
た、施設管理、事業内容、運営組織に係る検討について
も、関係する区内産業経済団体や庁内での検討を進め
ており、開設に向けた準備を着実に進めている。

B
該
当

商業団体事業（商店街に関する情報紙発行、イベント開
催）に対する補助により、商店会会員数の減少を抑制し
ている。昨年に比べると、商店会員全体における新規加
入者の割合も増えている。

A

プレミアム付区内共通商品
券を販売する際、より多くの
区民に行き渡るよう、土日販
売を実施する。

毎年、商店会に多くの新規会員が加入している一方、退
会していく会員も後を絶たない。そういった状況下で商店
街連合会等の事業に対する支援は、区内商店街の活性
化に十分寄与しているといえる。

商店街連合会がおこなっている中元・歳末期の商業まつ
りは５０年以上続いており、地域に根付いたイベントとなっ
ている。また、商業まつり時に商店街連合会が用意する
景品を、商店会が売出しの景品に活用することが多い。
このようなイベント事業に補助することは、安定的な消費
喚起に資するので効率性が高い。
またプレミアム付区内共通商品券販売の支援について
は、前年と同じプレミアム額を、より低い印刷経費で支援
することができ、コスト指標が下がったため効率性が高
まった。

区内各商店会への情報提供や全商店会が連携した大規
模な事業は、商業団体が中心となって実施する必要があ
る。商店街連合会等はその役割を担っており、その運営
の一部を支援することは、商店街振興の観点から必要性
が高い。

A

―

商
工
観
光
課

コスト指標が昨年度より上がっているが、これは、事業内
容・施設管理・運営組織について、関係する区内産業経
済団体や庁内で検討したことに伴う事務増によるもので
あり、（仮称）産業振興会館の整備にあたっては、練馬駅
北口区有地活用事業の進捗にあわせ、全体計画と一体
的な検討を行うことにより、業務を効率的に取り組んでい
る。

経
費

総経費 千円 6,400 12,800 14,400 ―
産業振興施策の充実を図り、また産業振興、中小企業の
経営を支援するための拠点として（仮称）産業振興会館
を整備活用する必要がある。

上記のうち
人件費

千円 6,400 12,800 14,400

A

A

―

商
工
観
光
課

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200 1,600

A

9 AB
（仮称）産業振
興会館の整備

産業振興中核的
拠点として、産業
経済活動の活性
化に寄与し区内
の事業者や産業
経済団体を総合
的に支援するた
め

成
果
指
標

（仮称）産業振
興会館の整備
の進捗状況

目標 目標

8 A
中小企業振興
経費（商店街
連合会補助）

商店会活動の充
実を図り、区内商
業の振興発展に
寄与するため

成
果
指
標

商店会に新規
加入した会員
の割合

目標 目標

経
費

総経費 千円 160,147 159,165 89,763 ―



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 86.5 75.2 75.0 75.0
②

効率性

％ 115.3 100.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 12,633 12,545 13,000 13,000
②

効率性

％ 97.2 96.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

1 A 就業支援事務

区民の就労活動
を支援するため、
就労相談・職業
情報の提供を行
うため

成
果
指
標

就労支援事業
の参加者アン
ケートの満足
度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

「ワークサポートねりま」における就労件数は増加した。ま
た、面接会の参加者アンケートでは、成果指標の目標値
を達成することができた。

B

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：323　施策名：中小企業の勤労者と就労を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

就職希望者のニーズに即
し、より多くの事務系事業所
に参加を促すようハロー
ワークに働きかける。

B
経
済
課

コスト指標が上がったのは、完全失業率の減少などの要
因により新規求職者数が減ったためで、「ワークサポート
ねりま」の主たる経費となる相談員人件費は、国の負担
で運営している。
面接会の事業経費はハローワークとの共催により低額に
抑えられている。

長引く不況の影響で、雇用就業情勢は未だ厳しい状況に
ある。その中で、より多くの就労の機会を提供する場を設
ける必要性は非常に高い。

国や近隣区等と連携することで、より効率的に事業を実
施することができ、利用者の満足度も高い水準を保って
いる。

1,660

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600

非
該
当

―

1,600 ―

105,430

事業所向け事業として「定期健康診断経費助成」を新設し、会員
事業所の福利厚生経費の負担軽減と勤労者の福祉向上を図っ
た。また、会員のニーズに合わせ、区内共通商品券等の購入限
度数を増やすなど、サービスの充実に努めた。
上記のような事業の充実を図ることで会員数の拡大を目指した
が、厳しい経済状況の中、区内事業所は法定外福利厚生費など
も含めた経費削減に努めており、事業所会員の減少が続いたた
め、会員数は目標をわずかに下回った。

経
費

総経費 千円 1,679 1,660

2 A
ねりまファミ
リーパック事業

区内中小企業の
勤労者・ 事業主
および区民を対
象に、福祉事業
を総合的に展開
し、区内中小企
業の振興と区民
福祉の向上を図
り、地域社会の
発展に寄与する
ため

成
果
指
標

経
費

A

ねりまファミリーパックの改
革において、課題となる以下
４つの事項を踏まえ、事務事
業および組織の見直しに向
けた指導や支援を行う。
①勤労者福祉共済事業の
充実・強化
②共済事業の見直し
③産業振興に関する事業の
充実・拡大
④経営の自立化の推進

B
経
済
課

昨年度と比較してコスト指標は減少した。

―
区内中小企業の勤労者の働きがいのある職場づくりのた
めにも、福利厚生事業をはじめとした各種事業の充実が
必要である。

上記のうち
人件費

千円 400 400 400 ―

区内中小企業の振興および地域社会の発展に資するう
えで、ねりまファミリーパック事業は大きな役割を果たして
おり、今後もさらに充実した内容の事業活動が求められ
ている。
現在、会員数は目標に達しておらず事業所会員の減少
が続いているため、今後の運営について庁内検討組織を
立ち上げ、検討を始めるとともに、ねりまファミリーパック
事務局との協議も開始した。

非
該
当

会員数

総経費

目標 目標

A C

千円 108,265 101,601



実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：323　施策名：中小企業の勤労者と就労を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 70.6 70.9 70.0 70.0
②

効率性

％ 100.9 101.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A
利用者の満足度を高い水準
で維持していく。

成果、効率性および必要性の評価区分が「Ａ」であるとい
うことのみならず、利用者アンケートの満足度も９０％と高
い。

B
経
済
課

施設利用人数が増加しているためコスト指標が減少して
いる。

勤労者のための施設が少ないため必要性が高い。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600

C
非
該
当

成果指標の達成率が１０１．３％である。目標 目標

A

―

50,173 51,659 54,237 ―

3 A
勤労福祉会館
維持運営事務

中小企業で働く
勤労者の文化・
教養および福祉
の向上を図るた
め

成
果
指
標

施設の稼動率
（団体）

経
費

総経費 千円



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 93.1 93.1 90.0 90.0
②

効率性

％ 103.4 103.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

消費者のため
の各種講座等
の参加者アン
ケートで「参考
になった」と回
答した受講者
の割合（受講
内容満足度）

1 A
消費者育成啓
発事務

広く区民に消費
生活情報を提供
するとともに、消
費者意識の啓発
および活動の促
進を図るため

成
果
指
標

経
費

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A A

講座・生活展の参加者数の合計は若干減少したものの、
アンケートで参考になったと答えた参加者の割合は目標
値を越え、昨年同率となった。消費者だよりの読者アン
ケートでも、86％以上が参考になったと回答している。

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：324　施策名：消費者の自立を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

上記のうち
人件費

千円 17,600 17,600

総経費 千円 22,012 22,732

該
当―

17,600 ―

①食の安全安心をテーマに
取りあげた講座を重点的に
実施する。
②引きつづき、社会情勢に
対応したテーマ選定に努め
る。

B
経
済
課

「消費者だより特集号」を増刷（54,000部）し、区立の小中
学校に配布したため、総経費は増加したが、一人当たり
の経費は減少しており、効率性は高い。

消費者被害を未然に防止するために、講座や教室、消費
者だよりの発行を通じて、時代に即した、多岐にわたる情
報を的確に発信する機会が必要である。生活展では、く
らしに身近なテーマで情報が提供され、参加団体にとって
も貴重な情報発信の場になっている。

成果指標は目標を達成しており、今後も一層の充実を図
る。また、消費生活センターの啓発事業で参加率の低い
若年層への啓発として、消費者だよりでは小中学生を対
象に「お金」をテーマにした特集号を発行し、賢い消費者
となってもらうための情報を発信した。あわせて保護者に
対しても消費生活センターをＰＲできた。通常号では、イラ
ストレーターに日本大学芸術学部の学生を起用し、若者
の感覚を取り入れる試みを継続している。

22,671



実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：324　施策名：消費者の自立を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 96.3 96.7 96.0 96.0
②

効率性

％ 100.3 100.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

契約上の紛争や
商品の欠陥によ
る被害等から消
費者を救済、保
護するため

成
果
指
標

経
費

42,838 46,453 44,310

上記のうち
人件費

千円 8,800 8,800

解決率（解決
した件数(情報
提供含む)）／
相談総件数
（継続案件を
除く）

総経費 千円

2 A
消費者支援事
務

都の相談受付件数が減少する中、練馬区は昨年に引き
続き増加（前年度比4.5%）しており、消費生活センターの
相談事業の周知が進んでいる。また、相談内容の複雑化
に伴い１件あたりの相談の対応回数は増加傾向にある。
相談件数の増加および複雑化の状況においても、解決
率は昨年より増加（前年度比0.4%）しており、一定の効果
をあげている。また、相談員が消費者と事業者の間をとり
もつ「斡旋（あっせん）」に入る割合は、都や周辺自治体
に比べ高い。

A

①福祉施設や町会、自治会
などに相談員を派遣して行う
出張講座のPRを強化する。
②消費者だよりやホーム
ページを活用し、悪質商法
の手口など被害未然防止の
ための情報提供を行う。

B
経
済
課

消費者行政活性化交付金を活用して、相談員を１名増員
したため、人件費が増加した。また、高齢者の悪質商法
被害防止のために演劇を活用した啓発事業を実施したた
め、総経費が増加した。しかし、増員により相談件数の増
加や相談情報システムへの早期入力にも、柔軟に対応
することができた。また、啓発事業では、演劇を取り入れ
ることでインパクトを強めるとともに、高齢者を見守る介護
事業者や民生委員などにも広く情報提供することがで
き、効率性は高い。

―

消費者安全法第８条第２項により、消費者からの苦情に
係る相談に応じること、および苦情処理のための斡旋を
行うこと等が、自治体に求められている。また、全国共通
の電話番号「消費者ホットライン」が定着してきており、身
近な相談窓口としての重要性は増している。

8,800 ―

相談内容の複雑化や多様化に対応するため、相談員の
スキルアップ（専門研修への参加など）を図り、消費者
庁、国民生活センター、都との連携のほか、弁護士会や
簡易裁判所、警察、福祉関係部署などとの連携を深めな
がら、消費者トラブルの解決に努めている。また、消費者
行政活性化交付金を活用して啓発資料を充実し、消費生
活センター周知に努め、相談の掘りおこしにつながった。

非
該
当

目標 目標

A A



実
施
体
制

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：324　施策名：消費者の自立を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 74.2 71.0 70.0 70.0
②

効率性

％ 98.9 94.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A
利用者の満足度を高い水準
で維持していく。

成果、効率性および必要性の評価区分が「Ａ」であるとい
うことのみならず、利用者アンケートの満足度も９０％と高
い。

B
経
済
課

コスト指標は、わずかではあるが減少している。

―
区内唯一の消費者としての区民の権利を守り、消費生活
の安定と充実を図り区民生活の向上に資することを目的
としている施設であるため必要である。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600 1,600

C
非
該
当

成果指標の達成率は94.7％であるが、指標の元となる稼
働率は71.0％と高い水準である。
類似施設における目標は達成している。
稼働率が下がっている理由として、応募倍率が高く、公共
施設予約システムで当選しづらいことから他の区立施設
に利用者が移動したことが考えられる。

経
費

総経費 千円 59,265 58,466 57,348

3 A

石神井公園区
民交流セン
ター維持運営
事務

区民の自主的文
化活動と相互交
流を促進し、区民
の消費生活の安
定と充実を図り、
併せて区内産業
の振興に寄与す
ることにより、区
民生活の向上を
図るため

成
果
指
標

目標 目標

A

―

施設の稼働率



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 ― 19 35 55
②

効率性

％ ― 95.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

A
非
該
当

―

16,000 ―

経
費

総経費 千円 44,100 41,833

A1 ABC
農業振興事務
（支援事業）

区内農業生産者
の多様な取組を
支援することで、
経営の合理化や
農業収入の向上
を図り、もって効
率的かつ安定的
な農業経営を実
現するため

成
果
指
標

区が認定農業
者として認定
した延べ認定
者数

目標 目標

62,615

上記のうち
人件費

千円 13,600 13,600

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：325　施策名：都市農地を保全し都市農業を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

安定的な農業経営の実現のためには、農業用の施設や
機械の導入により効率的かつ安定的な農業経営を行う
必要があることから、農業経営の改善に計画的・意欲的
に取り組む認定農業者等に対する支援は継続していく必
要性が高い。

認定農業者の認定者数については、成果指標に定めた
目標値をわずかに達成することができなかったが、区独
自の制度である都市型認定農業者を認定することができ
た。また、区内農業者の多様な取組を、ソフト・ハード両
方の支援事業により総合的な支援を実施することができ
ているほか、認定農業者等に対しては、農業者ごとに必
要な支援を行うことができている。

認定農業者制度については、事業開始初年度であり農
業者が制度の活用に躊躇する等の理由から、成果指標
の目標をわずかに達成することができなかったが、計画
的に農業経営の改善に取り組み、効率的かつ安定的な
農業経営の実現を目指す農業者を認定農業者として認
定するだけでなく、区独自の制度である都市型認定農業
者についても認定し、両制度合わせて21名を認定した。

A

認定農業者等の認定制度に
ついてより一層の周知を図
るため、制度説明会のほか
個別説明等の実施について
検討する。

B

都
市
農
業
課

認定農業者等を対象とした支援事業においては、認定農
業者等が作成した「農業経営改善計画」の目標を達成す
るための取組について、農業者ごとに必要な支援を実施
することで、農業経営の安定化につながる支援を実施す
ることができた。
また、農業者団体に対しては必要資材の購入支援や施
設整備に関する支援を行った。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：325　施策名：都市農地を保全し都市農業を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回 1 1 1 1
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 100.0 100.0 100.0 100.0
②

効率性

％ 102.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

目標 目標

A

8,000 8,000 8,800 ―

都市農地保全
を推進するた
めの要望活動

総経費

A
非
該
当

千円 8,020 8,081 8,820

3 AB 農園事務

区民に余暇活動
を行う場を提供
し、健康的でゆと
りのある生活に
資するとともに、
農業に対する区
民の理解を深
め、もって都市農
業の振興を図る
ため

成
果
指
標

総区画数に対
する利用区画
数の割合

経
費

総経費

―

2 AB
農業振興事務
（農地の保全）

都市農地保全推
進自治体協議会
を通じて他自治
体と連携しながら
国に対して農地
関係制度の見直
しを要望すること
で、都市農地の
保全に繋がる取
り組みを推進す
るため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

上記のうち
人件費

千円

目標 目標

A B
該
当

千円 83,722 89,730 60,047 ―

千円 16,000 20,000 12,000 ―

区民農園および市民農園については、平成23年度に農
園利用者の一斉募集を実施した。区民農園２園について
空きが生じたが、その後２次募集を行った結果、募集数
を超える応募があり、全ての区画が利用されている状態
である。

A

名義貸し等の抑止のため、
職員による利用者証の確認
に加え、巡回管理を委託し
ている事業者による利用者
証の確認について検討す
る。また、新しいタイプの農
園づくりについて引き続き検
討していく。

B

都
市
農
業
課

農園利用者募集は隔年行なっているため、係る従事職員
数が増えたことによりコスト指標が上っているものの、区
民農園および市民農園は、巡回業務委託等を活用し管
理を行っている。また、農業体験農園については、区は
補助事業による支援を実施し、管理・運営については農
業者が行っており、効率性は高い。

全ての農園について待機者がいるほか、農園利用に関
する問い合わせも多くあるなど区民の関心も高い。農と
のふれあいの場を提供し、区民の農に対する理解を深め
てもらうことができる事業であることから、必要性の高い
事業である。
農とのふれあいの場を提供し、区民の農に対する理解を
深めることができているほか、良好な都市環境の形成と
農地の保全にもつながっており、事業は良好に進んでい
る。

国への要望活動により、国において都市農地の役割が
一定の評価をされたほか、都市農地保全自治体フォーラ
ムの開催により、住民に対し都市農地の重要性について
発信することができたため、良好に進んでいる。

都市農地保全推進自治体協議会の事務局として、協議
会の活発な活動を実現し、農林水産省および国土交通
省に都市農地の保全のための要望活動を行った。
国土交通省の都市計画制度小委員会において都市農地
の役割について一定の評価がされたほか、農林水産省
は平成23年10月に「都市農業の振興に関する検討会」を
設置し、都市農地の保全等に関する施策のあり方につい
て検討している。

A

都民の都市農地の保全に対
する意識は非常に高いこと
から、都市農地保全推進自
治体協議会を通じ、引き続
き、国に対し農地関係制度
の見直しについて要望す
る。
また、都市農地保全推進自
治体協議会が主催する「都
市農地保全自治体フォーラ
ム」について、集客数の増加
による、より一層の情報発信
を図るため、開催内容につ
いて会員自治体と検討す
る。

B

都
市
農
業
課

農業者の相続の発生等の理由による農地面積の減少に
伴いコスト指標が上がっているが、同じ課題を共有する
人口980万人の38基礎自治体の連携組織（都市農地保
全推進自治体協議会）で行動することができた。また、区
の重要施策を推進することができたほか、協議会の主催
により都市農地保全自治体フォーラムを開催し、都市農
地の重要性について広く発信することができた。

都民の約85％の人が農地を残してほしいと思っているな
ど、都市農地の保全に係る活動は極めて重要であり、基
礎自治体の連携組織による、国への要望活動の必要性
も極めて高い。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 1,302,941 992,852 710,000 710,000
②

効率性

％ 183.5 139.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

事業 16 16 18 18
②

効率性

％ 88.9 88.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

A A
非
該
当

―

16,000 ―

東日本大震災の影響により７事業が中止となるなど、不
可抗力的な事由によるイベント中止が多かったが、その
影響を受けつつも十分に目標は達成された。

1 A
商店街振興事
業（活性化支
援）

商店会等が実施
するイべント事業
を区が支援する
ことにより、活気
ある魅力的な商
店街づくりを促進
するため

成
果
指
標

にぎわい商店
街支援事業来
街者数

目標 目標

経
費

総経費 千円 109,240 104,809 118,594

上記のうち
人件費

千円

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：326　施策名：魅力的な商店街づくりを進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

目標 目標

A A
非
該
当

千円 33,994 47,484 47,094 ―

4,000 ―

16,000 16,000

2 A
商店街振興事
業（環境整備
支援）

快適な商店街の
環境づくりに寄与
するため

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 4,800 4,800

過去５年間の
平均実施事業
数

総経費

A

商店会に対し、イベント経費
について直接アドバイスがで
きるよう、資料送付時などに
確認のコメントをいれたり電
話連絡をとったりするなど工
夫する。特に補助決定時に
は、商店会ごとに連絡票を
つけてイベント実施報告の
効率化を図る。

B

商
工
観
光
課

東京都の補助制度を併せて活用することによって区と商
店会で負担軽減され、イベント実施を高いレベルで維持
できている。

本事業は、各商店会が定例的に行う性質のものではな
く、年度によって実施数が偏るために今年度は目標件数
を達成できなかった。しかし、街路灯ランプのLED取替え
や商店街マップの作成など、商店会の環境整備は着実
に増加している。こういった環境整備は商店街の新たな
魅力となり、来街者の増加にもつながって、商店街に活
気をもたらしている。

商店街の買い物環境や安全安心の機能が向上した。ま
た、前年のうちに計画をし補助申請した商店会は、当初
の予定通り全て事業を完了している。
なお、本事業は区内商店会の設備整備等に係る支援で
あり、各商店会で毎年定例的に行う事業ではないため、
２３年度は目標達成に至らなかった。

A

本補助事業を活用する商店
会に対して、提出書類だけ
でなく事業進行についての
アドバイスも積極的に行う。

B

商
工
観
光
課

他の環境整備事業より多くの経費がかかる街路灯立替
が３件あったため、コスト指標は上がっている。しかし、東
京都の補助制度も活用することで区と商店会の負担が軽
減され、効率よく商店街の環境整備が進んでいる。また、
LEDランプ等の整備が進むことで、将来に向けて電気料
を軽減できる。そのため、効率性の高い事業といえる。

快適な商店街環境を整備・維持することは、商店街を活
性化させるだけでなく、商店街来街者の安全や安心にも
つながっているため、必要性は高い。また、LEDランプ等
の整備事業は省電力に効果があり、商店街の環境配慮
を地域へPRする効果もある。

商店会がイベントを企画・実施することにより来街者が増
え、商店会との交流が深化し、さらに新規顧客の開拓へ
とつながるため、必要性は高い。

補助制度が、様々なイベント事業の実施に有効に活用さ
れ、にぎわいのある商店街づくりに役立っている。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：326　施策名：魅力的な商店街づくりを進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 25.5 25.7 20.0 20.0
②

効率性

％ 127.3 128.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件数 ―
調査・検
討

試行・検
証

─
②

効率性

％ ― 達成 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

3 A
商店街振興事
業（組織力強
化支援）

商店会の組織を
強化し、商業基
盤を充実させる
ため

成
果
指
標

会員数が増加
した商店会の
割合

経
費

総経費

上記のうち
人件費

買い物支援等
事業モデル事
業の実施

商業団体による商店会への補助事業である「活力ある商
店街づくり」への助成、商店街活性化計画策定支援、商
店街空き店舗入居者への助成の条件で商店会入会を義
務づけていることにより各商店会の組織力が強化され、２
８の商店会で会員が増加した。

A

商店街空き店舗入居者への
助成事業について、年２回
の募集を年３回に増やし店
舗の賃貸借契約の時期につ
いても見直すことで、商店街
の空き店舗を活用した開業
の機会を増やし、商店街の
組織力強化やにぎわい醸成
を図る。

B

商
工
観
光
課

商店街空き店舗入居者への助成枠を増やしたため、コス
ト指標は上がっている。しかし、商店街活性化計画策定
事業や商店街空き店舗入居促進事業については、一部
業務委託し、コスト抑制を図っており、効率性は高い。

目標 目標

A B
非
該
当

千円 31,467 34,172 42,941 ―

商店街空き店舗への入居者に対する助成は、商店街に
よりにぎわいを生み出すきっかけとなるものである。ま
た、商店街活性化計画策定支援については、計画の実
行による商店街の活性化だけでなく、計画策定を通した
組織力強化にも資するものである。そのため、必要性の
高い事務事業である。

千円 4,000 4,000 3,200

4 AC

商店街振興事
業（買物支援
等事業推進事
業）

商店街等が、高
齢化や商店街店
舗数の減少によ
り買い物が困難
になっている高
齢者や子育て世
帯など、買い物
弱者等の支援を
通して、区内商
店街の魅力を増
やして活性化を
図るための手法
を検討するため。

成
果
指
標

B

商
工
観
光
課

検討会議の資料作成や運営、業務に関する提案などをコ
ンサルタント会社に業務委託したことで、効率よく事業を
推進した。

経
費

総経費 千円 ― 14,470 38,576 ―
商店街による買い物弱者支援は、地域に密着した新たな
魅力となり、かつての活気を取り戻す起爆剤となりうる。
このような事業を区が支援する必要性は十分に高い。

上記のうち
人件費

千円 ― 7,200 12,000

B
該
当

区民・事業所等へのアンケートやヒアリングおよび推進検
討会議やモデル事業実施地域での懇談会等を通してモ
デル事業の調査・検討を行い、事業内容を決定した。

目標 目標

A

―

－

区、商店街、事業運営団体
の３者で定期的に会議を開
き、モデル事業をより充実し
たものにする。

平成２３年度は、平成２４年度のモデル事業実施へ向け
て、区民ニーズを把握でき、モデル事業実施地域や実施
主体も概ね決定した。

―
組織力強化に役立つ事業を支援することで、商業基盤の
安定だけでなく、新たな商店街の魅力を引き出し、イベン
トや環境整備など他の事業の充実にも寄与している。



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 70,398 64,556 79,000 79,000
②

効率性

％ 89.1 81.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：327　施策名：まち歩き観光を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

69,983 67,331

昨年に引き続き、練馬駅周
辺の観光案内機能の検討
練馬区観光協会の事務局を
含めた組織の自立化に向け
ての検討の開始

B

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

商
工
観
光
課

平成22年度からコスト指標を低減し、平成23年度も同様
の水準で事業を実施することができた。
特に、練馬区観光協会で実施している観光ガイド事業
は、ガイド役に区民ボランティアの協力を得ており、経費
増につながりやすい人件費の抑制を図りながら事業を実
施することができた。

観光推進は、地域の再発見や魅力の創造に大きな役割
を果たし、地域の活性化やふるさと意識の醸成に寄与す
るため、区にとって必要な事業である。区は、練馬区観光
協会にその役割を担わせ、同協会への財政支援を通じ
て区の観光振興を推進していく。

区の観光振興の中心となりうる「まち歩き観光事業」に必
要なガイドの常設化に向けて、基本となる観光ルートの
設定の実現やガイド育成への取組みの着手など、ソフト
面の充実が着実に進んでいる。
また、ハード面においては、練馬駅北口（仮）産業振興会
館が平成26年度に、石神井公園駅高架下の観光案内所
が平成27年度にそれぞれ開設し、新たな観光情報発信
拠点の整備が決定している。

A

千円 24,000 24,000

観光案内所の利用者数は震災の影響で目標値を達成で
きなかったが、事業全体としては、区が支援する練馬区
観光協会において、お花見散歩まっぷや練馬野菜ぎょう
ざ食べ歩きキャンペーンまっぷ等のリーフレットの配布や
区内のおすすめ観光スポットの案内を練馬区観光案内
所を中心に行い、まち歩きに有益な情報の発信ができた
ので、成果があった。
また、区内観光ガイド常設化に向けて、観光ガイド（ねり
まのねり歩き）トライアル事業を実施した。

練馬区観光案
内所の利用者
数

該
当

目標 目標

A B

―

24,000 ―

千円 69,537

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A 観光振興事業

練馬区観光協会
を支援し、アニメ
や農を活用した
まち歩き観光を
推進するため。

成
果
指
標



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：327　施策名：まち歩き観光を推進する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 357,650 348,970 329,775 ―
②

効率性

％ 109.9 106.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

2 A
練馬まつり・照
姫まつり等事
務

地域のにぎわい
づくりと地域経済
の活性化を図る
ため

成
果
指
標

練馬まつり・照
姫まつり・地区
祭の来場者数
の過去１０か
年の平均値に
対する今年度
の来場者数

経
費

総経費

上記のうち
人件費

各主催者との協力により、成果指標の目的を達すること
ができ、地域のにぎわいの創出に寄与することができた。

A

前年度の実行委員会との意
見交換を踏まえ、まつりの開
催の是非に関わるような危
機的状況が発生した場合に
備えるため、実行委員会と
区の役割を明確にした、新
たなまつりの運営体制を構
築する。
区の組織変更に伴い、地区
祭を所管する担当部署の変
更手続きを実施する。

B

商
工
観
光
課

練馬まつり・照姫まつりに対する区の補助内容のひとつ
に事務局の提供があり、平成17年度までは区職員がそ
の業務を担っていた。平成18年度からこの業務を外部委
託し、直営時と比べて1,600万円のコスト削減を実現した
ほか、まつりの内容の充実が図られた。
平成23年度は練馬まつりに対し、開催前日の悪天候によ
り破損した会場設営物復旧のための特別補助等を実施
したことからコスト指標が増えたが、恒常的に経費増とな
るものではない。

まつりは、区内団体へ活動の発表の場や地域団体に対
して出店の機会を提供することで高い集客力を実現し、
にぎわいの創出や近隣商店街等への経済効果の波及を
もたらすなど重要な役割を果たしており、区がこれを支援
して継続・発展させていく必要性は高い。

成果指標、コスト指標の状況に加え、まちのにぎわいの
創出、また協働により事業を推進している点から良好に
進んでいる。

該
当

千円 68,271 75,673 69,821 ―

千円 8,000 8,000 8,000 ―

目標 目標

A B



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

― 改修設計 改修工事 ―
②

効率性

％ ― 50.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

基本設計 実施設計 整備 開設
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

15,795 9,802

上記のうち
人件費

千円 3,200 3,200

目標

A B

16,900 ―

3,200 ―

2 AB
文化芸術資産
の活用

区民の生活にゆ
とりと潤いをもた
らすとともに区の
文化力を広く内
外に発信するこ
とにより、区の文
化的イメージの
向上を図るため

成
果
指
標

文化芸術資産
の活用拠点の
整備

目標

経
費

総経費 千円

文化芸術振
興・多文化共
生支援施設の
整備

該
当

該
当

文化芸術資産の活用拠点の整備として、日本銀行石神
井運動場 旧クラブハウスにおける展示検討および収蔵
庫の設計を実施した。また、練馬区文化振興協会と連携
し、区にゆかりのある文化芸術資産を活用して様々な事
業を展開した。

協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

文
化
・
生
涯
学
習
課

A

日本銀行石神井運動場 旧
クラブハウスにおける展示
の基本方針を定め、開設に
向けた事業展開を検討す
る。

B

文化芸術資産活用事業は練馬区文化振興協会と協定を
結んで実施しており、効率性が高い。

区と文化振興協会が連携しながら、区の有する文化芸術
資産を活用した事業を幅広く実施した。また、文化芸術資
産の活用拠点の整備として、日本銀行石神井運動場  旧
クラブハウスにおける展示検討および収蔵庫の設計を実
施し、事業は良好に進んでいる。

区にゆかりのある文化芸術資産の散逸を防ぐために保
存・活用し、区の文化力を広く内外に発信できることか
ら、必要性は高い。

B1 AB
文化芸術振興
の推進体制の
整備

文化芸術振興の
積極的な展開を
図るため

成
果
指
標

経
費

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：331　施策名：区民の文化芸術・生涯学習活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

旧光が丘第五小学校を活用
した文化芸術振興・多文化
共生支援施設について、施
設運営方法の決定など平成
25年4月開設に向けて準備
を進める。文化芸術情報シ
ステムの整備については、
平成24年4月の組織改正を
ふまえ、区内の文化芸術に
関する情報を効率的に収集
し、また効果的・総合的に発
信する仕組みを検討してい
く。

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

庁内検討委員会や文化芸術振興連絡協議会を開催し、
文化振興協会、区内の三大学や文化芸術団体との連携
を図りながら、区の文化芸術振興施策の検討を実施でき
た。

区民の文化芸術への関心は高くなっており、多様な文化
芸術活動を通じた仲間づくり、地域づくりが行われてい
る。このような活動を促進、支援していく事業を展開して
いくために推進体制を整備していく必要性は高い。

平成23年3月に練馬区文化芸術振興計画を策定し、文化
振興協会や区内の三大学、文化芸術団体との連携・協
働を図りながら、一体的な取組を進めている。また、青少
年をはじめとする区民の文化芸術活動の支援の場として
文化芸術振興・多文化共生支援施設（旧光が丘第五小
学校）の改修設計を実施したが、工期変更となったため、
総合評価はBとなっている。

255,220

上記のうち
人件費

千円 6,400 6,400

―

6,400 ―

総経費 千円 13,540 6,538

目標 目標

A B

旧光が丘第五小学校を活用し、文化芸術振興・多文化共
生支援施設を整備するため、改修の実施設計を行った。
工事については、用途許可の変更申請に伴い工期が変
更となり、実施しなかった。また、区内の文化芸術振興施
策を着実に推進するため、区内の三大学や文化芸術団
体を含めた文化芸術振興連絡協議会を設置した。



協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：331　施策名：区民の文化芸術・生涯学習活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 65.8 69.3 73.0 73.0
②

効率性

％ 90.1 94.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

100.0 0
工事と再
開準備

―
②

効率性

％ 100.0 0.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

4,000

C
非
該
当

施設利用率の目標は達成できなかったが、前年度と比較
して3.5％増加した。利用件数は例年どおりで、ほぼ毎日
利用されている状況である。

目標 目標

A

―

129,359 141,961 150,355 ―
3 A

文化センター
維持管理事務

区民文化の活
動・発表の場、発
信拠点として活
用するため

成
果
指
標

施設の利用率
(利用件数／
利用可能件
数）

経
費

総経費 千円

上記のうち
人件費

千円 0 0

4 AB
向山庭園維持
運営事業

文化・教養および
交流の場を提供
することにより、
区民の文化の向
上並びに区民相
互の交流に寄与
するため

成
果
指
標

経
費

A B
非
該
当

東日本大震災の影響を検討した結果、庭園改修と建物
改築を一年間延期することになり、改修・改築工事の延
長に必要な手続きを行った。

施設整備の進
捗状況（改築
のため、開園
までは工事ス
ケジュールを
指標とし、再
開園後は別途
指標を定め
る。）

目標 目標

総経費 千円 82,623 2,553 421,589 ―

上記のうち
人件費

千円 9,600 1,600 12,800 ―

B

平成２５年４月の再開に向け
て、庭園の改修と建物の改
築を行うとともに、例規の整
備・指定管理者の選定・公
共施設予約システムの導
入・什器類の購入などの再
開準備を行う。

B

地
域
振
興
課

基本設計や実施設計の委託業者についてプロポーザル
方式による選定を行い、提案力、技術力、委託経費が節
約できる設計事務所と契約を結ぶことで効率性の確保を
図った。また、向山庭園の維持運営については、効率的
な運営がなされ最終モニタリングの結果が「良」となって
いた指定管理者制度については、向山庭園再開後に引
き続き実施し民間活力とノウハウを活用することでより効
果のある運営を行っていく。

向山庭園改築基本構想で、向山庭園の持つべき機能・
役割は、文化・季節・人との出会いを提供する（庭園と一
体化した）和風文化施設として位置づけられ、文化学習・
公園・国際交流機能を併せ持つ文化活動の拠点を提供
することが期待されている。

基本構想の策定、基本設計、地盤調査、実施設計、準備
工事等については、順調に実施されているが、東日本大
震災の影響で改築スケジュールを一年延長し、平成２５
年４月に再開予定とした。

B

インターネット予約の導入に
向けた具体的運用方法・時
期を検討する。
モニタリングを活用し、利用
者の意見・要望からよりよい
施設管理・運営につなげて
いく。

平成20年度に公募による指定管理委託を導入して以降、
効率性の高い運営を行っており、区内における文化発信
の中心施設として必要性も高い。そのため、さらに利用し
やすい施設運営を図っていく。

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

指定管理者制度を導入して施設管理を行うことで経費を
抑制し、その効率性は高い。23年度は設備機器改修工
事の経費が増えたため、コスト指標が上がった。

当施設は区民に良質な文化を発信する中心施設であり、
また文化芸術振興事業を展開していくうえで、重要な拠
点となる施設であるため、必要性が高い。



協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：331　施策名：区民の文化芸術・生涯学習活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

団体 522 544 620 620
②

効率性

％ 84.0 88.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

庁内検討
会議設置・
基本的考
え方策定

あり方懇談
会設置・
あり方の提
言

基本計画
の検討

改修工事
②

効率性

％ 80.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

区民意識意向調査を活用し、地域づくりに求められる人
材と支援等について、区民の要望や意向を確認すること
が効率的に行えた。

経
費

総経費 千円 5,600 6,190 5,600 ―

練馬区長期計画、練馬区生涯学習推進計画に基づく計
画事業として位置づけられており、区民意識意向調査か
らも地域活動を実際に行う人材の育成・活用を必要と感
じている意見が第１位となっており、必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 5,600 5,600 5,600

A
該
当

学識経験者、地域活動団体関係者、公募区民などからな
る（仮称）ねりま区民大学あり方懇談会を設置し、あり方
の提言を受けた。

A

（仮称）ねりま区民大学のあ
り方の提言に基づき、引き
続き庁内検討会議で基本計
画策定に向けた取組みを行
う。

（仮称）ねりま区民大学あり方懇談会からの提言に基づ
き、平成24年度は、庁内検討会議において基本計画の
策定に向けて進めており、設置・開校に向けて順調に進
んでいる。

施設整備の進
捗状況

目標 目標

A

―

6 AB
（仮称）ねりま
区民大学整備
事務

区民の主体的な
生涯学習活動を
支援し、地域活
動を担う人材を
育成するととも
に、地域活動や
社会貢献などの
人材活用の仕組
みづくりを構築す
るため

成
果
指
標

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

平成23年度は、平成22年度に策定した「練馬区生涯学習
推進計画」にかかる経費がなくなったため、コスト指標は
下がった。

経
費

総経費 千円 69,746 54,454 33,664 ―

生涯学習事業は、区長部局、教育委員会事務局を問わ
ず様々な部署で実施されている。当課で発行している「学
習・文化ガイドブック」は、各事業と生涯学習に利用できる
施設の紹介をしており、生涯学習相談とあいまって、区民
にとり効果的に情報の収集が可能となり、必要性は高
い。

上記のうち
人件費

千円 60,000 52,000 32,000

A
該
当

成果指標である生涯学習団体の平成23年度の届出数
は、前年度に比較して４％増加したが、目標数を下回っ
た。高齢者団体や少年団体、施設特有の登録団体は、
特定の施設のみを利用する場合、生涯学習団体の届出
をしなくても使用料の減免措置を受けられるため、届出数
が減少した一因と考えられる。

5 A
生涯学習推進
事業

区が実施する
様々な分野の多
様な学習・文化
情報を収集し、年
間計画・学習機
会等の情報を提
供するなどによ
り、区民の生涯
学習活動を支援
するため

成
果
指
標

A

①各団体の会員数の増加
が、生涯学習の活性化に寄
与するため、届出団体の一
覧を区内施設３０か所に配
置し、閲覧に供しているが、
ホームページや届出のしお
りをさらにわかりやすいもの
とし、周知を図っていく。
②（仮称）ねりま区民大学の
あり方の提言に基づき、基
本計画の策定に向けて引き
続き庁内検討会議で検討を
進める。

生涯学習団体の届出数が目標を下回ったことにより、総
合評価はBとなっている。

生涯学習団体
（スポーツ関
係団体を除く）
の届出数

目標 目標

A

―



協
働
事
業

評価

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：331　施策名：区民の文化芸術・生涯学習活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 41,336 43,151 43,000 43,000
②

効率性

％ 98.4 102.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 21,406 46,671 32,000 34,000
②

効率性

％ 71.4 166.7 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

予算規模は8%増加したが、企画展観覧者数が増えたた
めコスト指標が下がり、効率性が高い。

経
費

総経費 千円 69,081 74,544 75,995 ―

企画展覧会の内容の充実を図るとともに、2,200点以上
の作品の収集や、調査研究の成果として新たな視点での
作家や作品の発掘に努めている。さらに区民を対象とし
た無料公募展覧会の実施や区内小中学校との連携、区
民の展示会や創作活動への場の提供を図り、文化芸術
活動の振興に寄与しており、必要性が高い。

上記のうち
人件費

千円 24,000 24,000 24,000

B
非
該
当

企画展覧会の内容の充実を図り、さらに周知を積極的に
行い、観覧者数の大幅な増加を実現することができた。

A

①練馬の文化・芸術向上の
ために、強力な牽引車として
の役割を果たしていく。
②企画展覧会等の質的向
上を図り、さらに来館者を増
やしていく。

良質な企画展覧会等を企画実施することと同時に、周知
を様々な媒体を通じて行った結果、来館者数が増加して
おり、良好な館運営が行われている。

企画展（有料）
観覧者数

目標 目標

A

―

8 A
美術館展示事
業

主に日本の近・
現代美術をテー
マとした展覧会お
よび作品収集を
行い、区民等へ、
優れた美術作品
を気軽に鑑賞す
る機会を提供す
るため

成
果
指
標

B

文
化
・
生
涯
学
習
課

民間のカルチャーセンター等に比べて、低廉な経費で区
民に対して生涯学習の機会提供を行っている。

経
費

総経費 千円 64,119 64,138 65,476 ―

生涯学習センターでは、生涯学習分野事業での区民ニー
ズの把握や新しい事業の試みなども実施している。また、
区の文化団体や様々なスキルを持った区民と協働しなが
ら事業を実施する区民企画講座やサポーターズ講座は、
生涯学習事業のなかで引き続き充実させていく事業であ
る。区民ニーズの把握や協働の推進は運営上必要であ
り、各種事業の必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 51,200 51,200 52,000

A
該
当

各対象に適した細やかな事業周知を行い、また受講後の
アンケートの分析などからニーズに応じた募集企画を
行っている。そのため、各種事業に対するアンケート調査
の結果では、講座に対する満足度は非常に高く、効率的
に区民満足度の高い事業提供を行うことができた。3月に
起きた震災の影響で規模が縮小した事業もあったが、目
標を上回る達成率となった。

B

寿大学等長寿事業について
は、高齢者向け事業等他部
署の動向を見ながら見直し
を検討する。

事業に参画、協働する区民の理解も進んでいる。また、
区の文化団体との協力関係も順調であり、当事業は良好
に進んでいる。

各事業・講座
の参加者数

目標 目標

A

―

7 A
生涯学習セン
ター（旧公民
館）各種事業

区民に生涯学習
の機会を提供し、
区民の教育・文
化の向上を図り、
福祉の増進に寄
与するため

成
果
指
標



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

施設 1 2 2 3
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

点数 26.7 26.2 29.0 30.0
②

効率性

％ 92.2 90.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：332　施策名：読書活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

A

・石神井公園駅付近高架下
と大泉学園駅北口地区に設
置する受取窓口の設置場所
に応じた具体的な事業内
容、運営方法等について検
討する。
・５か所目となる受取窓口の
設置場所について検討す
る。

Ａ

光
が
丘
図
書
館

既存の区立施設や鉄道の高架下・再開発施設の公共利
用による設置であるため。

練馬区長期計画に基づく事業であり、読書活動を支援す
るための重要な施策であるため。

練馬区長期計画（後期実施計画）通り、23年度末で２施
設を運営し、残り３施設のうち２施設について設置場所を
確保し開設準備を進めているため。

目標 目標

A A
非
該
当

―

8,000 ―

千円 270,093 288,751 415,935

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000

成果指標である「受取窓口運営数」について、目標通り、
23年度に受取窓口を一か所新設した。

受取窓口運営
数

2 A
図書館事業事
務

利用者に資料を
簡便かつ速やか
に提供し、区民
の生涯学習を支
援するため

成
果
指
標

登録者１人当
たりの貸出点
数（個人貸出）

経
費

総経費

経
費

総経費

1 AB
図書館資料受
取窓口の整備
事務

図書館以外に図
書館資料の受取
窓口を設置・拡
大し、利便性を向
上させ、利用機
会の拡大を図る
ため。

成
果
指
標

登録者は増加した（252,556人⇒255,671人）が、個人貸
出点数が減少した（6,754,418冊⇒6,694,100冊）ため、登
録者１人あたりの貸出点数は減少した。これは、4月中の
開館時間の短縮など震災の影響が考えられる。

上記のうち
人件費

A

①委託業者、指定管理者に
適切な指導をおこない、サー
ビスの向上を図る
②ボランティア団体との協働
により、録音資料のデジタル
化を図る。
③学校の利用需要を把握
し、学校支援図書セットの内
容の充実を図る。また、おは
なし会等児童事業を担う人
材を養成する講習会だけで
なく、既存の担い手に対する
フォロー研修を行い、技術の
向上を図る。

B

光
が
丘
図
書
館

昨年度に引き続き、消耗品費を抑え、予算の効率的な執
行に努めながらも、蔵書の拡充を進めた。

目標 目標

A B
該
当

千円 756,003 723,376 665,607 ―

個人貸出点数は微減したものの、23年度の新規登録者
数は30,000件を超えており、登録者数全体も増加してい
る。このことから、区民の図書館への期待は高いと考えら
れる。

千円 472,000 448,000 383,200 ―

個人貸出点数、登録者数とも前年度比1パーセント前後
で推移している。今後も利用者の需要を把握し、利用者
の読書環境を整備すべく蔵書の充実および窓口の設置
拡大について努力する。



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：332　施策名：読書活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

開設準備 設計完了 工事完了
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

平成２５年４月の開設に向け
て、新築工事の適正な執行
管理を行う。また、図書館資
料・備品その他の準備等、
開館に向けた準備事務を確
実に実施する。さらに、児童
向けサービス等、開設後の
事業運営に係る方針・内容
についての検討をさらに進
める。

B

光
が
丘
図
書
館

南大泉図書館は、区立図書館の中で最も閲覧スペース
が狭いため、区民の要望を踏まえ、改修工事により閲覧
スペースを拡大する。さらに、こどもと本のひろば（分室）
の開設に伴い、両施設が一定の役割分担を行うことによ
り、南大泉図書館の閲覧環境の改善と児童サービスの
充実が可能となる。

目標 目標

A A
非
該
当

千円 8,000 24,695 274,126

こどもと本のひろば（分室）では、おはなし会など、隣接す
る保育所と連携した事業を積極的に行い、その成果を踏
まえ、他の保育所・幼稚園などと連携したサービスを展開
していく。こうしたサービスを、区立図書館全体で取り入
れることにより、図書館の児童サービスの一層の充実・発
展が可能となる。

8,000 8,000 ―

平成２５年４月の開館に向けて、基本計画の策定、基本
設計・実施設計が完了している。２４年度は、新築工事が
予定されており、長期計画に基づく整備計画が順調に推
移している。

・「練馬区子ども読書活動推進会議」において、施設のあ
り方等について検討
・整備基本計画の策定（100％）　平成２４年１月教育長決
定
・基本設計および実施設計（100％）　平成２４年３月完了

開設準備事務
の進捗

総経費 ―

A3 ABC

南大泉図書館
こどもと本のひ
ろば（分室）の
整備事務

低年齢から読書
に親しむ機会を
提供するととも
に、南大泉図書
館の閲覧スペー
スを広げるため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 8,000



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 26,811 25,330 27,000 28,500
②

効率性

％ 99.3 93.8 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 3,732 4,328 4,500 4,500
②

効率性

％ 93.3 108.2 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

基礎調査
実施

基本計画
策定

事業方式
等検討

事業推進
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

33,338 34,996 37,751 ―

区民の健康増進と体力向上のためにはスポーツは欠か
せない。安価な費用で気軽に参加できる区主催のスポー
ツ教室等は、スポーツを始めようとする区民にとって必要
な場である。

各種事業では全体的に参加者が増加しているが、スポー
ツ教室の参加者は前年度より減少している。今後も教室
参加者数の増加を図っていく必要がある。

A B
該
当

―

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

基本計画策定支援業務の委託により業務の効率化を図
ることができた。

経
費

総経費 千円 23,010 24,480 23,291 ―
長期計画に位置づけられており、区民の要望も多く寄せ
られている重要な事業である。

B

総合体育館改築および運営
にあたっては、ＰＦＩ・指定管
理者制度等の民間活力の
導入を引き続き検討する。

総合体育館改築事業推進の指針となる基本計画を策定
した。

総合体育館改
築に係る進捗
状況

千円 14,400 14,400

目標 目標

―14,400

経
費

総経費

上記のうち
人件費

3 AB
運動施設建設
事務

スポーツレクリ
エーションの振興
と、区民の心身
の健全な発達を
図るため

成
果
指
標

上記のうち
人件費

千円

千円 4,000 4,000

13,544 ―

4,000

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

該
当

目標は達成された。今後新たな目標（会員数増加）をめ
ざす。

A

23年度より開始したジュニア
スポーツ・アクションプラン事
業（アスリートふれあいコー
ス）を充実させ、アスリートを
招へいしたイベントをより多
く実施することにより、体育
館を「区民が身近な地域で
生涯スポーツに親しむ場」と
してアピール、総合型地域ス
ポーツクラブの存在を周知
およびスポーツ施設におい
て区民がスポーツを行うきっ
かけづくりを支援する。

B

SSC事業の参加費用が廉価であり、地域の人が参加しや
すい。各SSCが自主財源（会費等）による自主事業を実
施している。

会員数は順調に増加傾向にあり、地域で一定の認知が
されつつある。また、会員数、事業数が増加するととも
に、各SSCともに財政基盤、運営体制が整ってきている。

B

スポーツ教室等への参加者数が目標値に達していない。
東日本大震災の影響によりスポーツ教室が1教室中止に
なったことと、区民歩行会事業の定員の縮小があげられ
る。

A

・スポーツ教室において、よ
り多くの人が気軽に参加で
きるよう、定員や対象、開催
日時などの見直しを検討し
ていく。
・区のホームページの更新
頻度を改善し、教室につい
ての広報活動を充実させた
が、ページの総アクセス数を
伸ばすため、図や写真を利
用するなどしてより見やすい
ページの作成を検討してい
く。

コスト指標は「仮称ねりまシティマラソン調査経費」を計上
したため、前年度と比較して２円上がっているが、ほぼ全
ての事業について委託化を完了しており、効率性は高
い。

15,200 15,200

―

区民が身近な地域で生涯スポーツに親しむ場としての役
割を、総合型地域スポーツクラブは果たしており、今後も
一層の定着を目指して育成・支援する必要がある。経

費

総経費

A
体育振興事務
（育成事業）

総合型地域ス
ポーツクラブ（ＳＳ
Ｃ）が、早期に会
費制運営を確立
し、自主事業によ
り地域において
豊かなスポーツ
活動が展開でき
るよう育成・支援
するため

成
果
指
標

総合型地域ス
ポーツクラブ
（SSC）の会員
数

上記のうち
人件費

千円 11,999

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

目標 目標

A

12,609

BA

1 A
スポーツ教室
等事務

区民にスポーツ
をする機会を提
供し、自主的にス
ポーツを継続して
いくようにするた
め

成
果
指
標

スポーツ教室
等の参加者数

B

A
非
該
当

長期計画に基づき総合体育館改築基本計画を策定し
た。

目標 目標

千円 15,200

2

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：333　施策名：スポーツ活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：333　施策名：スポーツ活動を支援する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 1,217,856 1,247,744 1,655,000 1,655,000
②

効率性

％ 93.2 95.9 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

4 A
地域体育館維
持運営事務

スポーツレクリ
エーションの振興
と、区民の心身
の健全な発達を
図るため

成
果
指
標

地域体育館等
の利用者数

上記のうち
人件費

千円 60,000

経
費

総経費

目標 目標

千円 947,889 955,378 1,139,877 ―

指定管理者導入により、指
定管理者の得意分野での事
業運営、スーパーアスリート
による教室開催などの区民
サービスや地域総合型ス
ポーツクラブ（SSC）との協働
事業の実現により各地域体
育館の特色地域性を取り入
れた事業運営を行い利用者
の増加を図る。
また、スポーツ経験のない
区民にも来館・来場してもら
えるイベント等スポーツ参加
の機会を作る。

B

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

利用者一人当たりの経費は、平成22年度の778円より本
年度766円とわずかに減額となった。

運動施設は、スポーツレクリエーションの振興と、区民の
心身の健全な発達ならびに高齢者の介護予防の観点か
ら非常に重要な施設である。

体育館利用達成率は９５．９％であるが、東日本大震災
の影響が考えられる。今後、個人利用の拡大を目指すと
ともに、利用しやすい施設運営を行っていく。
コスト指標については、若干ではあるがコスト減があっ
た。

A B
非
該
当

地域体育館6館分の年間利用が当初目標である130万人
に対し、実績1,247,744人で、達成率は95.9％であった。東
日本大震災により、4月の1か月間、18時からの夜間休館
を実施した。

A

60,000 40,000 ―



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 187 191 195 205
②

効率性

％ 98.4 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 2,597 13,178 11,200 12,600
②

効率性

％ 129.8 125.5 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

千円

非
該
当

総経費

上記のうち
人件費

千円 20,000 20,000

文化財の指
定・登録件数

目標 目標

千円 32,959 39,244 33,415 ―

AB

文
化
・
生
涯
学
習
課

該
当

目標 目標

20,000

A A

13,747 ―

12,000 ―

東京文化財ウィークの参加事業として、企画展「武蔵野
台地の縄文遺跡」および関連事業で講演会「縄文のム
ラ」、シンポジウム「縄文集落研究の争点」、展示解説を
行うなど新たな普及・啓発事業を実施したことにより成果
指標の目標を達成した。

A

①重要無形文化財保持者で
人間国宝・桂盛仁氏（彫金
家）による講演会を実施す
る。
②埋蔵文化財のミニ展示を
本庁舎１階アトリウムで実施
する。
③無形民俗文化財の公開
の場を検討する。
④ガイドマップ「練馬区文化
財あんない」を発行する。

―

文
化
・
生
涯
学
習
課

2 A
文化財保護事
務（普及・啓
発）

地域に残る文化
財の保護・保存
意識を高め、区
民文化の向上を
図るため

成
果
指
標

文化財講座等
の延参加者数
（平成23年度
から啓発パン
フレットの配布
部数を目標値
に加える。）

経
費

総経費 12,769

上記のうち
人件費

千円 12,000

18,478

12,000

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

Ａ

東京文化財ウィークの参加事業および関連事業を実施し
たことにより、延べ参加人数が増加し、参加者１人当たり
の経費が減少した。

文化財の普及・啓発は郷土の歴史・文化等の正しい理解
を区民に促し、区民文化の向上を図るために欠くことので
きない事業である。企画展の実施や啓発パンフレットの
発行および他機関の協力等を通して、文化財の保護・保
全の意識を高めることができた。

昨今区民の文化財に対する関心は高まっており、啓発パ
ンフレットの発行や文化財の公開・展示などの必要性は
高い。文化財の保護・保存の重要性を効果的に区民に周
知する上でも必要である。

B

コスト指標が上がったのは、当該年度に限り、区立小学
校に収蔵している埋蔵文化財の整理作業を行ったためで
ある。しかし、緊急雇用創出事業の国庫補助金を利用し
て行ったため経費の効率化が図られた。

・埋蔵文化財の保護･保存は、法定受託事務のため区教
育委員会が行うこととなっている。
・文化財を保護し保存していくためには、区民が地域の歴
史や文化を正しく理解することが重要であり、そのために
地域の文化財を指定･登録することや埋蔵文化財に関し
ての周知は必要性が高いものである。

新たに文化財を指定･登録することや継続して登録文化
財所有者に対して、奨励金を交付することにより、文化財
の保護･保存につながった。

平成23年度、新規に登録した文化財件数は指定１件、登
録６件であり、目標を１００％達成した。また、谷原小学校
内の埋蔵文化財を整理したことにより、適切に保存管理
することができるようになった。

A

①外環遺物収蔵庫および学
校等に分散して保管してい
る埋蔵文化財(土器･石器類)
をより効率的に管理･活用す
るため、まとめて収蔵できる
場所を検討する。
②平成23年度に実施した文
化財総合調査を基に、登録
文化財の候補を検討する。
③石神井公園ふるさと文化
館と連携し、指定・登録され
ている文化財を周知、啓発
を図る。

A

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：334　施策名：文化財を保存・活用・継承する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

1 A
文化財保護事
務（保護・保
存）

区民の貴重な財
産である文化財
を保護・保存し、
次代に伝えていく
ため

成
果
指
標

経
費



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 112 97 140 140
②

効率性

％ 80.0 69.3 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 834 717 900
②

効率性

％ 111.2 80.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

1 A
海外都市との
交流推進事業

練馬区と友好都
市双方の発展お
よび相互理解推
進のため

成
果
指
標

友好都市との
訪問団派遣人
数受入れ人数

―
2 A

地域での多文
化交流推進事
業

区民の国際理解
を深め、地域社
会での共生を進
めるため。

成
果
指
標

経
費

上記のうち
人件費

千円 8,000 8,000 8,000 ―

ＮＰＯ団体との協働や区の主催事業により、ボランティア
団体や各種の登録ボランティア、行政の各機関などと外
国籍住民等とをつなぎ、外国籍住民と日本人区民との相
互理解や交流が順調に進んでいる。

震災の影響を受けて在住外国人が減少している中でも、
目標に対して8割の達成を果たすことができた。

交流会等参加
者数

総経費
A

旧光が丘第五小学校におけ
る多文化共生支援施設の平
成25年4月の開設に向け、Ｎ
ＰＯ団体やボランティア団体
等との協働による、多様な
多文化共生事業を展開する
ための準備を進める。

Ａ

地
域
振
興
課

ＮＰＯ団体との協働を進め、より効率的に事業を展開する
ことができるようになった。

目標 目標

A A
該
当千円 13,025 12,805 17,650

多様な文化を持つ人々が、それぞれを尊重して豊かな社
会を構築していくためには、災害時はもとより、日常的な
交流が欠かせないものとなっている。

経
費

総経費 千円 5,702 6,933 14,401

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000

23年度は東日本大震災の影響により海外からの訪問が
なかったため、参加人数が目標値の80％未満であった
が、3年ぶりに区民親善訪問団を派遣し、イプスウィッチ
市への練馬区中学生の派遣は例年通り実施できた。友
好都市との交流を更に深められた。

A

①区民による自主的な交流
が様々な分野で継続的に行
われるよう支援の仕組みを
検討する。
②新たな都市間交流の可能
性について調査する。

B

国
際
・
都
市
交
流
課

海外都市との交流事業は、社会情勢や今回の震災と
いった災害等の影響を受けやすい。時期の変更などに柔
軟に対応することも難しく、区民同士の交流事業は参加
者が決定していても中止となることもある。

人や物の流れが世界単位の昨今、地方公共団体、民間
団体や個人の行う様々な交流や協力事業が草の根レベ
ルの相互理解を深め、国同士の関係を真に厚みのある
ものとし、世界平和に貢献できる。

海外からの訪問団の受け入れや練馬区からの訪問団の
派遣については、社会情勢や災害等の影響を受けやす
いが、海外友好都市である北京市海淀区、オーストラリ
ア・イプスウィッチ市との友好関係は良好に進んでいる。

目標 目標

A A
非
該
当

―

8,000 ―

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：335　施策名：多様な文化・社会への理解を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：335　施策名：多様な文化・社会への理解を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 936 901 1,000
②

効率性

％ 93.6 90.1 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

―

B

災害時の通訳ボランティア
について、都や他団体の情
報や動向を踏まえ、協力体
制の構築に向けて検討を進
める。
旧光が丘第五小学校に開設
する多文化共生支援施設に
おいて多言語での情報を提
供する情報コーナーを開設
し、利便性や効率性の向上
を図る。

3 A
区内在住外国
人等の地域活
動推進事業

外国人等が主体
的に地域で暮ら
すことのできる共
生社会を進める
ため。

成
果
指
標

在住外国人相
談件数と通訳
ボランティアの
派遣件数の合
計

経
費

総経費

Ａ

地
域
振
興
課

区の各施設窓口に、登録しているボランティアを派遣する
ことによって様々な言語対応をしており、効率的に効果を
上げている。庁舎内での応対や電話での相談には外国
語相談員が応じており、必要時に効率的に対応してい
る。

目標 目標

A A
該
当

千円 15,067 15,077 15,154

外国籍住民等の増加に伴い、相談内容も多様化・複雑化
している。異なる文化を持つ住民が安心して暮らせるた
めには、母語でのコミュニケーションが可能な外国語相談
員や通訳ボランティアの存在が欠かせないものとなって
いる。

千円 8,000 8,000 8,000 ―

多言語でのサポートが諸外国から来日した住民に安心
感を与え、そのことによって地域住民との多彩な交流が
促進されている。外国籍住民の減少は一時的と考えら
れ、今後も外国語相談や通訳の需要は増加が見込まれ
る。

震災により外国籍住民が減少したにも関わらず、相談･
派遣件数はほとんど減ることがなかった。

上記のうち
人件費



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

本 1.24 1.23 1.29 1.29
②

効率性

％ 96.1 95.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

団体 273 276 280 280
②

効率性

％ 97.5 98.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

1 A
防犯・防火対
策事務

地域における災
害時の初期消火
力の向上を図る
ため

成
果
指
標

B

①地域防犯・防火連携組織
については、連携組織を運
営していく上での区の支援
方法の検討を行い、より多く
の連携組織を設置していく。
②防犯設備整備費補助につ
いては、防犯カメラの普及促
進に努めていく。
③区内の空き家・空き地の
解決に至っていない事案に
対し、引き続き他部署と連携
し、解決に努める。

B

安
全
・
安
心
担
当
課

個人に対する用品の配布や、区民全般を対象としたイベ
ントの開催など、様々な方法で効果的な啓発ができてい
る。防犯カメラの補助金の関係で総経費が上下すること
はあるが、在住・在勤・在学者一人について、おおよそ年
間70円以内という限られた経費の中で、防犯防火に関わ
る様々な団体のサポート、防犯用品の配布など多岐にわ
たる事業を展開しており、効率性が高い。

100ｍ四方に
設置されてい
る街頭消火器
の本数（目標：
6,200本=100
ｍ四方で1.29
本）

―

防犯・防火区民支援事業費は、区民の防犯・防火力向上
のために行う様々な事業のための経費である。区が、地
域の防犯防火について、自助、共助、公助の役割分担を
提唱しているため、本事業の必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 17,600 17,600 25,600 ―

各分野において、一定程度事業の進行が見られる。ま
た、防犯用品の普及などに対し、区民のニーズは高い。
住民や各団体と区が協働して進めており、本事業は概ね
良好に進捗している。

地域防犯防火活動実施団体は、活動を廃止した団体と
新規登録した団体があり、２３年度末現在２７６団体が活
動していた。目標の280団体に対し、達成率は９８．６％で
あり、概ね成果が上がっている。

目標 目標

A A2 AB

防犯・防火区
民支援事業
（地域啓発育
成）

地域住民の防
犯・防火意識を
高めることにより
安心して暮らせ
るまちをつくるた
め

成
果
指
標

該
当

千円 55,786 26,508 49,842

上記のうち
人件費

千円 7,200 7,200

地域防犯防火
活動実施団体
登録数（目標
値：前年度実
績を上回る数
値）

経
費

総経費

経
費

総経費

・家屋等の建替え工事など
にともない、一時的に取り外
した街頭消火器を、同じ場
所へ再設置することについ
て、住民の理解を得るよう働
きかけ、既存消火器の設置
数維持に努める。
・街頭消火器の新設につい
て、各地域毎の設置状況等
を踏まえ、計画通りに設置を
進めていく。

B

安
全
・
安
心
担
当
課

 平成22年度から平成24年度にかけて契約単価を見直し
ており、同一の業務を前年度と比較して廉価で行ってい
るため効率性が高いと言える。また、本業務は専門の業
者に委託しており、使用後の災害時に使用可能な状態へ
の復旧等について、即時性の観点から効率性が高いと
言える。

災害時の初期消火に使用可能であるため、必要性が高
い。

火災発生時の初期消火に使用され延焼を防いだ実績も
ある。また、地域住民からの新設や一時撤去等にも迅速
に対応している。必要性が高い事業を効率的に行ってお
り、良好に進んでいる。

千円 40,629 43,064 41,035

該
当

―

7,200 ―

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

目標 目標

A B

現在、区内に5,940本、100ｍ四方に1.23本の消火器が設
置されており、区民による初期消火の効果が期待できる
状態を実現している。

B

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：341　施策名：犯罪等に対する態勢を強化する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：341　施策名：犯罪等に対する態勢を強化する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度
今年度以降の改革・

改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件 457 411 470 500
②

効率性

％ 97.2 87.4 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

件 26,021 27,430 28,000 30,000
②

効率性

％ 144.6 101.6 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

安
全
・
安
心
担
当
課

ねりま安全・安心メールは、インターネットを使い情報を配
信しており、新しい情報を短時間で配信している。在住・
在勤・在学者一人あたりで計算すると年間８円程度で配
信できており、郵便や電話など他の情報伝達の手段に対
し、効率性が高い。

経
費

総経費 千円 8,730 6,230 6,380 ―

防犯のために、一刻も早く情報を伝えることは非常に重
要である。ねりま安全・安心メールは、インターネットを使
いメールを配信しているので、２万人以上の登録者にも１
０分程度でメールを配信できている。このように早く確実
に区民に情報提供できる媒体は必要である。

上記のうち
人件費

千円 5,600 5,600 5,600

A

―

B
該
当

ねりま安全・安心メールの登録者数は、平成２４年３月３
１日時点で、27,430人となっており、目標を達成している。

A

安全・安心メールについて
は、引き続き、配信内容や
手順について検討していく。
また、区民に対し広く登録を
呼びかけ、登録者数を増や
していく。

区内の不審者情報や詐欺情報などを、迅速に多くの区民
に発信することができ、防犯・防火に有効なツールであ
る。区民のニーズも高まっており、登録者数も増えてお
り、良好に進んでいる。

B4 A
危機管理対策
事務

区の危機管理体
制の構築および
区民の危機管理
意識の高揚を図
る

成
果
指
標

「ねりま安全・
安心メール」
登録件数（目
標値は、前年
度実績を上回
る数値）

目標 目標

安
全
・
安
心
担
当
課

本事業は在住・在勤・在学者一人当たり約100円の事業
費で運用しており、その中で24時間の巡回や地域貸出を
400件以上行っており、効果的な活動を広くできている点
で、効率性が高い。

経
費

総経費 千円 87,114 84,378 92,861 ―

安全・安心パトロール事業は、地域の目が届きにくい夜
間の安全や児童の見守りを充実させるために行う事業の
ための経費である。また、地域貸出も行っており、地域団
体の自主的なパトロール活動を支援する区として、本事
業の必要性は高い。

上記のうち
人件費

千円 4,000 4,000 4,000

A

―

B
該
当

地域住民への安全安心パトロールカーの貸出件数は、
震災の影響でキャンセルなどがあり、前年比としては減
少したが、実績としては400件を超えており、一定の成果
を上げることができた。より多くの区民に活用していただ
けるようにイベントに参加するなど、認知度の向上を図っ
た。

B

①より効率的で効果の高い
事業とするため、巡回経路、
巡回内容の見直しを行い、
今後のパトロール仕様書に
反映する。
②安全・安心パトロールカー
の貸出をより多くの区民に
活用してもらい、地域防犯活
動の活性化につながるよう、
認知度の向上を図る。

巡回経路の効率化や区民の認知度など、一定程度事業
の進行が見られる。また、依然として、地域貸出は400件
を超えており、区民のニーズは高い。住民や各団体と区
が協働して進めており、本事業は概ね良好な進捗状況で
ある。

B3 A

防犯・防火区
民支援事業
（各種事業実
施）

区民の誰もが安
全で安心して暮
らせるまちづくり
を実現するため。

成
果
指
標

地域住民団体
へのパトロー
ルカーの貸出
件数（前年度
実績を上回る
数値）

目標 目標



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 80.5 79.2 86 90
②

効率性

％ 98.2 94.3 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 C

人 0 0 50 50
②

効率性

％ 0.0 0.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

B

C

平成２４年度は、ねりま防災
カレッジ先行事業として、①
出前防災講座、②カレッジ
（一般カリキュラム「初級コー
ス」）、③カレッジ（区民防災
組織カリキュラム）を実施し
ていく。

B

震
災
対
策
担
当
課

ねりま防災カレッジにおいて実施するカリキュラムについ
て検討を行っており、区民向けの習熟度に応じたクラス
別コースの設置や出前防災講座等、他の自治体では行
われていない事業展開を予定している。
また、今般の東日本大震災において発生した事象や課
題等を踏まえて現状に即した対応を行う。これらの事業を
カレッジの５つの機能として整理し、体系的に実施してい
くことから効率性は高い。

目標 目標

A A
該
当

千円 8,213 4,576 18,138
区民の防災意識の向上を図り、防災力を向上させるため
に必要な事業である。

千円 8,000 4,000 16,000 ―

成果指標を達成していないことからＢ評価とした。
平成24年度については、ねりま防災カレッジカリキュラム
検討委員会を改めて開催し、東日本大震災により得た教
訓等をカリキュラムに反映したうえで、あらためて先行事
業における一般カリキュラム（初級コース）、区民防災組
織カリキュラム、防災講演会そして出前防災講座等を実
施し、カレッジ開校に向けたカリキュラムの検討を重ねて
いく。

平成23年3月11日に発生した東日本大震災の対応を優
先し、事業実施を見送ったため。

―

上記のうち
人件費

千円 32,000 32,000

概ね8割の区民防災組織が年に１回以上の防災訓練を
実施し、会員の技量向上、訓練内容の充実に取り組んだ
が目標には至らなかった。

2 AB
ねりま防災カ
レッジ事務

区民の防災に対
する意識の向上
を図り、地域にお
いて活動する人
材を育成するた
め

成
果
指
標

防災リーダー
育成講習会修
了者数

経
費

総経費

経
費

総経費

上記のうち
人件費

1 A
区民防災組織
育成事務

大地震等の災害
時に地域住民が
自主的な防災活
動を展開できる
よう、自発的な防
災組織の育成を
図るため

成
果
指
標

訓練を実施し
た区民防災組
織の割合

B

①区民防災組織の活動内
容に応じた助成ができるよ
う、助成金の見直しを行う。
②避難拠点と防災会の連
携、避難拠点同士の連携な
ど、地域単位での訓練を実
施する。

Ａ
防
災
課

区民防災組織数が増加するなか、それぞれの活動を維
持しつつ組織への貸与資器材の精査等により、１組織あ
たりの経費、総経費を抑えることができた。

大地震発生の切迫性が言われるなか、共助を担う地域
住民、区民防災組織の育成・活動の活発化は不可欠で
ある。

東日本大震災を踏まえ、防災意識が高まり、訓練の内容
がより実践的なものとなったが、前年度に比べ訓練を実
施した組織の割合は微減となった。また、防災組織により
活動の状況に違いが生じている。

目標 目標

A B
該
当

―

32,000 ―

千円 51,504 50,746 55,561
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平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：342　施策名：自然災害に対する態勢を強化する】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

日 365 366 365 365
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

回 5 7 6
②

効率性

％ 100.0 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

非
該
当

休日・夜間警戒本部室において、防災宿日直に指定され
た管理職員により、1年間24時間365日を通じて災害に関
する情報等の連絡・収集および災害対策本部の設置準
備等に関して初動態勢がとれるよう対応した。

B
防
災
課

防災宿日直は管理職員1名で対応しており、災害等が発
生した場合は、対応マニュアルを基に初動対応を行って
いる。災害の種類や発生時間帯により、他職員の参集基
準等も確立しており、効率的に事業を運営している。

経
費

総経費 千円 67,312 100,836 108,973 ―

目標 目標

A

―

B

①練馬区地域防災計画につ
いて、都が公表した新たな
被害想定に基き計画の見直
しを行うとともに、区民に対
する周知・啓発を強化する。
②平成23年度の見直しによ
り再構築した区の災害対策
について、各部における課
題および訓練の進捗管理を
行うとともに、実効性を持た
せるためのマニュアルの修
正を促進する。

休日夜間警戒本部において、年間を通じて緊急時・災害
発生時に備えた対応を行った。今後も必要に応じてマ
ニュアル等の見直しを行い、効率的・効果的な運営を
行っていく。
また、東日本大震災で顕在化した課題や教訓を踏まえ、
大幅な練馬区地域防災計画の見直しをスケジュールどお
り実施した。

通年の休日･
夜間等におけ
る警戒態勢の
実施

災害発生時において、初動時の対応は非常に重要であ
る。様々な災害に対する初動態勢を確立しておく必要性
は極めて高い。

上記のうち
人件費

3 A 防災関係事務

災害が発生した
場合、または発
生の恐れがある
場合に備えて、
円滑に災害対策
本部の設置およ
び運営ができる
よう整備するとと
もに、緊急初動
要員等の指名や
動員を行い、迅
速かつ的確な災
害対策活動を実
施するため

成
果
指
標

―

経
費

59,200

A

目標 目標

総経費 千円 30,731 36,647 41,163

千円 38,400 51,200

Ａ

道
路
公
園
課

水位観測カメラにより、河川の水位を即時に把握して迅
速な水防体対応を実施する。

台風、ゲリラ豪雨の際に、適切な水防対応を行うために
は、河川の水位状況を迅速かつ正確に把握することが重
要である。

①毎年１台のペースで水位観測カメラを増設して、区内
各河川の水位状況を迅速かつ正確に把握した上で、適
切な水防対応を実施できるよう取り組んでいる。
②気象情報により、台風・ゲリラ豪雨等の発生をいち早く
予想して、迅速な水防体勢を取り区民の安全を確保し
た。

4 AC 水防関係事務

台風・集中豪雨
による水災害か
ら区民等の生命
と財産を守るた
め

成
果
指
標

A B
非
該
当

①石神井川「中の橋」に、水位観測カメラを設置した。
②７回の水防体勢を取り、何れも河川の氾濫を未然に防
ぐことができた。

B

①区内河川の水防危険箇
所を精査した上で、カメラ設
置を行う。
②台風の進路やゲリラ豪雨
の際の気象情報をいち早く
入手した上で、正確な情報
分析により、適切な水防体
勢を取る。
③水防体勢に従事する職員
の配置と役割を見直し、より
迅速に効率的な対策を取れ
るようにする。

上記のうち
人件費

千円 21,600 21,600 21,600 ―

風水害時に必
要とした水防
本部回数に対
する設置した
回数



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

％ 94.0 97.0 100 100
②

効率性

％ 94.0 97.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

経
費

総経費

1 AB 平和推進事務

平和の大切さ、
尊さに思いを寄
せ、恒久平和の
実現を祈念する
機会を提供する
ため

成
果
指
標

平和祈念コン
サートおよび
パネル展のア
ンケート回答
者のうち、平
和への意識が
高まったと感
じた人の割合
（％）とする。

上記のうち
人件費

千円 1,600 1,600

平和祈念コンサートでは参加者1,300名のうち492名、パ
ネル展では２週間で128名からアンケートを回収できた。
どちらも「平和の大切さについて考える機会となった」の
設問では、90％以上の方が「はい」と回答した。

目標 目標

A A

―

1,600 ―

千円 3,096 3,087 3,193

平和祈念パネル展を区役所
アトリウムに加え、平成24年
度からは石神井庁舎５階ロ
ビーにおいても開催し、より
多くの区民に平和への意識
を高める。

B
総
務
課

コンサート経費については、区民の平和意識高揚を目的
とした事業のため、入場料を区民が負担することは困難
であり、区負担のみで行っている。しかし、パネル展や黙
とう呼びかけについては、諸経費はかからず区職員の人
件費のみで行っているため、効率性が高い。

平和への願いは永遠のものであり、今後も平和意識の高
揚を図っていく必要がある。

平和祈念コンサート内で行ったアンケートでは、回答者の
98％が「平和の大切さについて考える機会となった」とし
ている。
また、平和祈念パネル展を継続して実施し、区役所に訪
れた、より多くの方々への平和を祈念する機会を提供す
ることができた。

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

C
非
該
当

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：351　施策名：平和を尊ぶ心をはぐくむ】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度



実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

人 838 909 1,000 1,100
②

効率性

％ 65.4 90.9 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 86.0 96.0 95.0
②

効率性

％ 90.5 100.0 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

B

男女共同参画社会の推進
のため、啓発紙の内容刷新
など認知度を高める方法を
検討し、実施していく。

B

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課

事業啓発の印刷部数の減により予算額が減少したが、コ
スト指標としては、22年度より高くなった。

目標 目標

A A
該
当

千円 11,046 10,135 11,082 ―
区民、区内事業所、職員へ男女共同参画の啓発としての
啓発事業は必要性が高い。

千円 8,000 8,000 8,000 ―
第3次練馬区男女共同参画計画を推進するためにも、区
が啓発事業を拡大していく必要は高いが、効率性および
事業展開の方向性が課題である。

上記のうち
人件費

千円 12,000 12,000

平成23年度は災害等による事業の中止等がなく、計画事
業を全て実施することができた。また、平成22年度におい
ては成果指標の実績に評価対象事業でありながらパネ
ル展示の見学者数を含めていなかったため、23年度の
評価から見学者数の数値を算入することとした。

2 A
男女共同参画
施策事務（啓
発事業）

男女共同参画社
会の実現に向け
て、広く区民に啓
発と情報の提供
を行うため

成
果
指
標

ねりまフォーラ
ムの満足度
（無回答を除
く）

経
費

総経費

経
費

総経費

実行委員会形式による区民との協働を行い、講演会参
加者のアンケート結果は満足度が高かった。

上記のうち
人件費

1 A 人権啓発事務

同和問題をはじ
めとするさまざま
な人権問題の解
消に取り組み、
一人ひとりの人
権が尊重される
地域社会を形成
するため

成
果
指
標

講演会等啓発
事業参加人数
等※23年度か
らはパネル展
の見学者数
(延）を計上す
る。

B

地域社会や区職員に人権尊
重の意識を浸透させていく
ために、区民に向けては区
報やホームページを、職員
に対しては職員報やグルー
プウエア掲示板を活用する
など方法を工夫し、定期的
に継続した啓発に取組む。
特にホームページについて
は事業の成果物をアップす
るなどの具体的な取り組み
を実施する。

B

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課

23年度のコスト指標算出においては、根拠となる参加人
数等につき、各啓発事業の参加人数および啓発冊子の
発行部数に加え、パネル展示の見学者数も含めた数値
で経費を割り返して算出した。コスト指標が高い原因とし
ては、各種啓発事業における映画・講演等でエンターテイ
メント性を控え、正面から人権問題を問う人選等を行った
結果、参加者数が減少したものと考えられる。その他、区
報・HPなどでも啓発活動を行っているため実際のコスト指
標は低いと考えられるが、平成24年度に向け、効率性の
適正評価ができる要素を母数に含めることを検討する。

さまざま人権問題を身近なものとしてとらえ、正しく理解す
ることによって、地域社会から偏見や差別意識をなくして
いくための契機を提供する意味でも啓発事業は必要であ
る。（人権教育および人権啓発の推進に関する法律第３
条・犯罪被害者等基本法第5条に地方公共団体の責務
が定められている。）

各種啓発事業後のアンケート等では、区民の人権意識の
向上がうかがえ、継続して実施している効果が出ている。
今後もさまざまな人権課題を身近なものとしてとらえ、正
しく理解する契機となるよう地道な啓発活動を継続してい
く。

目標 目標

A A
非
該
当

―

12,000 ―

千円 14,156 14,155 14,530

平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：352　施策名：人権の尊重と男女共同参画を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価



平成24年度　事務事業評価　施策別総括表 【施策番号：352　施策名：人権の尊重と男女共同参画を進める】

事務
事業
番号

選
定
区
分

事務事業名 事務事業の目的 成果指標・経費　 単位 22年度 23年度

前
年
度
改
善

案
達
成
状
況

今年度以降の改革・
改善案

事
業
の

方
向
性

担
当
課

24年度 26年度

事
業
区
分

実
施
体
制

協
働
事
業

評価

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 B

件数 70 53 100
②

効率性

％ 107.7 81.5 ― ― B

③
必要性

A

④総合
評価

B

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

人 ― ―
②

効率性

％ ― ― ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

実績 実績
①

成果

達成率 達成率 A

％ 79.5 85.0 85.0
②

効率性

％ 94.1 100.0 ― ― A

③
必要性

A

④総合
評価

A

上記のうち
人件費

千円 9,600 9,600 9,600 ―
第３次男女共同参画計画は概ね実施されているが、各所
管の事業の推進評価件数が下がっているため。

第3次練馬区男女共同参画計画（平成23年度～平成27
年度）を策定した。第3次練馬区男女共同参画計画の推
進は各所管で90％以上の事業が実施出来、52％が「進
んだ」、または「現状維持」４７％の回答であった。

3 A
男女共同参画
施策事務（計
画の推進）

男女共同参画問
題に関する区の
施策を計画、調
整、推進するた
め

成
果
指
標

第3次練馬区
男女共同参画
計画に対し各
所管の事業の
推進評価件数

経
費

総経費

B

練馬区配偶者暴力防止およ
び被害者支援基本計画を策
定し、第3次練馬区男女共同
参画計画とともに計画を推
進していく。

B

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課

コスト指標は下がったが、成果指標である各所管の事業
の推進評価件数も下がったため。

目標 目標

A A
該
当

千円 10,850 10,012 10,064 ―
区民、事業所、職員に対し具体的に男女共同参画社会
の推進を示すため、第３次男女共同参画計画の必要性
は高い。

B

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課

23年度の成果指標の達成率は上がり目標値に達した。
またコスト指標は下がり効率性は高まった。

経
費

総経費 千円 56,100 56,113 43,380 ―
男女共同参画の推進のための具体的事業を区民に対し
て日常的に展開する場の提供としては、必要性は高く、
会議室等の利用率も高い。

上記のうち
人件費

千円 24,000 24,000 12,000

B
該
当

講座等の参加率およびフェスティバルの参加人数は増加
した。

B

事業の運営については、24
年度から指定管理者が実施
する。図書室、相談室、喫茶
については区の運営を継続
するため、それぞれの事業
の連携等を図りながら事業
等の拡大を行っていく。

区による事業の実施は良好に進んでいる。24年度は指
定管理者に対し、継続的効果的に移行する必要がある。

講座事業の参
加率

目標 目標

A

―

5 A

男女共同参画
センター維持
運営事務（各
種事業の実
施）

性別にかかわり
なくその個性と能
力を十分に発揮
することができる
男女共同参画社
会の実現をめざ
すため

成
果
指
標

B

人
権
・
男
女
共
同
参
画
課

配偶者暴力に関わる相談件数は増加傾向であるが、緊
急一時保護事業件数が減少していることから相談事業が
効率的に機能している。

経
費

総経費 千円 2,520 2,424 1,680 ―

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
法律」に基づき策定する計画であり、各所管の対応状況
や相談件数が年々増えている現状からみても必要性は
高い。

上記のうち
人件費

千円 2,400 2,400 1,600

A
非
該
当

練馬区配偶者暴力防止および被害者支援基本計画（平
成24年度～27年度）策定のため、都立高校等の実態調
査を行い、計画に反映させた。

B

練馬区配偶者暴力防止およ
び被害者支援基本計画（平
成24年度～平成27年度）の
具体的実施および関連機関
との連携強化を行う。

本事業は平成21年度より計画に基づき実施し一定の成
果を上げてきたが、継続して練馬区配偶者暴力防止およ
び被害者支援基本計画（平成24年度～平成27年度）を策
定し、配偶者暴力防止および被害者支援をさらに強化し
対象者を拡大して推進していくことから、事務事業は良好
に進んでいるといえる。

配偶者暴力被害
者の減少（潜在化
した実態も含めて
の全数把握が不
能であるため数値
化不可）

目標 目標

A

―

4 A
配偶者暴力防
止および被害
者支援事務

配偶者暴力のな
い社会の実現の
ため

成
果
指
標


